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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第85期 第86期 第87期 第88期 第89期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高 (百万円) 18,134 20,046 17,241 14,042 15,673

経常利益又は
経常損失(△）

(百万円) 377 748 53 △90 379

当期純利益又は
当期純損失（△）

(百万円) 317 689 △37 △499 265

包括利益 (百万円) ─ ─ ─ ─ 257

純資産額 (百万円) 13,261 13,427 13,038 12,479 12,619

総資産額 (百万円) 21,516 22,184 19,676 19,378 19,933

１株当たり純資産額 (円) 332.74 345.94 336.45 322.15 325.84

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) 7.94 17.45 △0.97 △12.90 6.86

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 61.6 60.5 66.3 64.4 63.3

自己資本利益率 (％) 2.4 5.2 △0.3 △3.9 2.1

株価収益率 (倍) 25.6 10.0 ─ ─ 19.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,056 1,072 856 109 1,040

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △295 △1,162 △781 801 △736

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △143 △325 △202 △117 △140

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 2,382 1,967 1,839 2,632 2,796

従業員数
〔ほか、平均臨時
雇用者数〕

(名)
256

〔54〕

248

〔56〕

250

〔57〕

247

〔52〕

236

〔41〕

(注) １　第87期及び第88期において潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失の計上の

ため、並びに潜在株式がないため、記載しておりません。また、第85期、第86期及び第89期において潜在株式調

整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第85期 第86期 第87期 第88期 第89期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高 (百万円) 17,739 19,525 16,947 13,878 15,590

経常利益又は
経常損失(△）

(百万円) 328 726 76 △89 373

当期純利益又は
当期純損失(△）

(百万円) 336 681 33 △493 262

資本金 (百万円) 6,282 6,282 6,282 6,282 6,282

発行済株式総数 (株) 41,207,73041,207,73041,207,73041,207,73041,207,730

純資産額 (百万円) 13,185 13,343 13,026 12,474 12,610

総資産額 (百万円) 21,262 21,970 19,630 19,345 19,911

１株当たり純資産額 (円) 330.85 343.80 336.15 322.01 325.61

１株当たり配当額
(内１株当たり
 中間配当額)

(円)

(円)

3

(―)

5

(―)

3

(―)

3

(―)

3

(―)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△）

(円) 8.42 17.25 0.87 △12.73 6.78

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 62.0 60.7 66.4 64.5 63.3

自己資本利益率 (％) 2.6 5.1 0.3 △3.9 2.1

株価収益率 (倍) 24.1 10.1 101.1 ─ 19.3

配当性向 (％) 35.6 29.0 344.8 ─ 44.2

従業員数 (名) 212 205 227 222 220

(注) １　第85期、第86期、第87期及び第89期において潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がない

ため、記載しておりません。また、第88期において潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当た

り当期純損失計上のため、並びに潜在株式がないため、記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第86期の１株当たり配当額５円には、記念配当１円を含んでおります。
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２ 【沿革】

当社は昭和23年５月20日中央化成工業株式会社の商号をもって「タール製品の精製加工ならびにタール

製品を主原料とする製品の製造」を事業目的とし、資本金２百万円で設立された。

その後昭和31年３月31日子会社川崎化成工業株式会社を存続会社とし、同社と合併、ついで昭和35年10月

１日、昭和23年12月４日設立の川崎化成工業株式会社を存続会社として合併、今日に至っている。

　
昭和23年５月 東京都中央区にナフタリン精製を目的とし、中央化成工業株式会社(資本金２百万

円)を設立。

　　同年９月 大森工場設置。

本店を東京都大田区(大森工場)に移転。

昭和26年11月無水フタル酸の製造を開始。

昭和27年10月大阪事務所開設。

昭和28年４月 コハク酸の製造を開始。

昭和30年７月 川崎市に中央化成工業株式会社の全額出資により川崎化成工業株式会社(資本金５

百万円)を設立。

　　同年10月 川崎市に東神商事株式会社を設立。

昭和31年３月 川崎化成工業株式会社は中央化成工業株式会社を吸収合併。

　　同年11月 東京都千代田区に東京事務所開設。

昭和32年７月 株式を店頭売買銘柄として東京証券業協会に登録。

　　同年10月 川崎市に東洋レーヨン株式会社と折半出資で京浜化成工業株式会社(資本金100百

万円)を設立。

昭和33年２月 東京都中央区に千鳥商事株式会社を設立(現・連結子会社　カワカ産業株式会社)。

　　同年４月 京浜化成工業株式会社を吸収合併。

テレフタル酸の製造を開始。

　　同年８月 株式を店頭売買銘柄として大阪証券業協会に登録。

昭和35年10月東京都に本店を置く川崎化成工業株式会社(昭和23年12月４日設立、資本金100百万

円)を存続会社として合併。

　 本店を東京都中央区に移転。

昭和36年６月 株式を東京証券取引所に上場。

　　同年７月 株式を大阪証券取引所に上場。

昭和46年３月 テレフタル酸の製造を中止。

　　同年８月 川崎市に東洋インキ製造株式会社と折半出資で東洋化成工業株式会社を設立。

　　同年９月 千鳥商事株式会社は、大和化成株式会社を吸収合併し、商号を大和化成株式会社に

変更。

　　同年９月 大森工場閉鎖。

昭和47年１月 東神商事株式会社は、商号を東神工運株式会社に変更。

昭和48年９月 アントラキノン、ナフトキノンの製造を開始。

昭和51年４月 パルプ蒸解助剤SAQ
®
市販開始。

昭和58年１月 川崎市にカワカ機工株式会社を設立。

川崎市にカワカ産業株式会社を設立。

昭和63年３月 大和化成株式会社は、カワカ産業株式会社を吸収合併し、商号をカワカ産業株式会

社に変更。

平成６年10月 カワカ機工株式会社は、商号を川崎化成エンジニアリング株式会社に変更。

平成10年６月 東神工運株式会社は、商号を川崎化成物流株式会社に変更。

平成11年４月 農薬原体アセキノシル市販開始。

平成14年５月 マキシモール
®
の製造を開始。

平成15年３月 東洋インキ製造株式会社との折半出資会社の東洋化成工業株式会社を清算結了。

　　同年６月 本店を神奈川県川崎市に移転。

　　同年12月 大阪証券取引所の上場廃止。

平成18年10月川崎化成物流株式会社を吸収合併。

平成20年10月川崎化成エンジニアリング株式会社を吸収合併。
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３ 【事業の内容】

当社グループ(当社及び連結子会社)及びその他の関係会社三菱化学㈱は、化学品事業を主な内容とし、併

せてこれに関連する事業活動を行っております。その事業内容と事業に係る各社の位置づけ及びセグメン

トとの関連は次のとおりであります。

(1)化学品事業………当社は、有機酸製品、有機酸系誘導品及びキノン系製品の製造、販売を行ってお

り、その他の関係会社三菱化学㈱から原料の一部を購入し、製品の一部を同社

へ販売しております。

(2)その他の事業……連結子会社カワカ産業㈱は、施設の管理運営、警備、その他のサービスを行って

おります。

　

事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】
平成23年３月31日現在

名称 住所

資本金

又は出資金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の

所有割合

(％)

議決権の

被所有割合

(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　

カワカ産業㈱
川崎市

川崎区
20その他の事業

100.0

 
―

施設管理、警備、構内諸作業等

役員の兼任等…兼任　４人

　　　　　　　転籍　１人

(その他の関係会社) 　 　 　 　 　 　

㈱三菱ケミカル

ホールディングス

東京都

港区
50,000

グループ会社

の経営管理
―

39.20

(39.20)
　

三菱化学㈱
東京都

港区
50,000化学品事業 ―

39.20

( ─ )

原料等の購入及び当社製品の販売

役員の兼任等…兼任　３人

　　　　　　　転籍　３人

(注) １　主要な事業の内容欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２　上記のうち、特定子会社に該当する会社はありません。

３　上記のうち、㈱三菱ケミカルホールディングスは有価証券報告書を提出しております。

４　上記のうち、㈱三菱ケミカルホールディングスは三菱化学㈱の完全親会社であります。

５　議決権の被所有割合欄における(　)内は、間接被所有割合で内数であります。

　
５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況
平成23年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

化学品事業 220(５)

その他の事業 16(36)

合計 236(41)

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員数であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員数（１日８時間換算）であります。

３　臨時従業員には、嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。

　
(2) 提出会社の状況

平成23年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

220 41.6 19.3 6,187,559

　
セグメントの名称 従業員数(名)

化学品事業 220

その他の事業 －

合計 220

(注) １　従業員数は、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む就業人員数であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　
(3) 労働組合の状況

当社には、UIゼンセン同盟に加盟している川崎化成労働組合があります。労使の関係は安定しており、

特記すべき事項はありません。また、連結子会社には、労働組合はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における日本経済は、海外経済の回復や日本政府の各種政策効果などを背景に個人消

費や設備投資に持ち直しの動きが見られました。

　当社グループの関連業界につきましても、一部に東日本大震災の影響が見られたものの需要動向は概ね

改善いたしました。

このような状況下、当社グループは既存製品及び新規製品の拡販、適正な価格水準の確保、固定費等総

コストの抑制に取り組んでまいりました。

　その結果、当連結会計年度における経営成績は、多くの製品において販売数量が増加し、売上高は15,673

百万円（前年度比1,631百万円増収・11.6％増）となりました。損益面につきましても販売数量の増加と

これに伴う増産効果により、営業利益は245百万円（前年度は214百万円の営業損失）、経常利益は379百

万円（前年度は90百万円の経常損失）となり業績は大幅に改善いたしました。

　また、第１四半期において「資産除去債務に関する会計基準」の適用に伴い資産除去債務82百万円を特

別損失として計上したほか、東日本大震災の影響により一部の原材料・資材等の調達が困難になったた

め、一部の製造設備を休止したことによる減産損並びに設備の原状復旧費用等106百万円を特別損失とし

て計上いたしました。

　一方、業績の回復に伴う繰延税金資産の回収可能性の見直しの結果、当連結会計年度末において回収が

確実と見込まれる部分について繰延税金資産を計上したため、税金費用（法人税等調整額）が78百万円

の減額となりました。

　以上の結果、当期純利益は265百万円（前年度は499百万円の当期純損失）となり３期ぶりに黒字転換を

果たしました。

これをセグメント別に見ますと次のとおりであります。

化学品事業

・有機酸製品

無水フタル酸は、輸出販売数量が減少しましたが国内需要の回復により増収となりました。

その他の有機酸につきましては、コハク酸は拡販努力により大幅な増収となりました。フマル酸は、

原料価格上昇に対処した製品価格の是正により増収となりました。

なお、リンゴ酸については、中期経営計画の一環として進めてきた経営資源の千鳥地区への集約に伴

い生産及び販売を終了いたしました。

・有機酸系誘導品

可塑剤は、販売数量が増加し増収となりました。

　マキシモール®は、上半期における住宅着工件数の低迷が響き減収となりました。

・キノン系製品

パルプ蒸解助剤ＳＡＱ®は、需要の回復により販売数量が増加し増収となりました。アントラキノン

は、輸出販売数量が増加し大幅な増収となりました。ナフトキノン、脱硫触媒ＮＱＳ®及び農薬原体ア

セキノシルは、販売数量が増加し増収となりました。

以上の結果、化学品事業全体としての売上高は15,590百万円（前年度比1,711百万円増収・12.3％

増）、営業利益は236百万円（前年度は231百万円の営業損失）となりました。
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その他の事業

その他の事業につきましては、業務受託量が減少したため売上高は83百万円（前年度比80百万円減

収・49.1％減）、営業利益は０百万円（前年度比５百万円減益・97.8％減）となりました。

東日本大震災の被害状況

本年３月11日に発生した東日本大震災の影響により、化学品事業において一部製品の製造設備が低

稼働操業を余儀なくされ固定費負担が増加したこと並びに自動立体倉庫の被災により一部製品の出荷

に支障を来たしたほか、東日本のお客様への販売数量が減少したことにより、当連結会計年度の業績は

前年度に比べ大幅な改善となりましたものの、期首の予想数値を下回る結果となりました。

また、当社グループの被害状況につきましては、人的な被害はなく、物的な被害につきましては当社

川崎工場において自動立体倉庫が断線により入出庫不能となりましたものの、その他の建物や製造設

備については大きな被害はありませんでした。

　なお、休止又は低稼働操業となっていた各製造設備につきましては３月中に通常の稼働に復してお

り、自動立体倉庫につきましても４月12日に完全復旧いたしました。

　
(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ163

百万円増加し、当連結会計年度末には、2,796百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は1,040百万円（前連結会計年度比848.3%増）となりました。

　収入の主な内訳は、税金等調整前当期純利益190百万円、減価償却費778百万円、仕入債務の増加519百

万円であり、支出の主な内訳は、売上債権の増加547百万円であります。

　
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は736百万円（前連結会計年度は801百万円の収入）となりました。

　支出の主な内訳は、有形固定資産の取得による支出767百万円、有形固定資産の除却による支出644百

万円であり、収入は有形固定資産の売却による収入687百万円であります。

　
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は140百万円（前連結会計年度比19.3%増）となりました。

　支出の主な内訳は、配当金の支払額116百万円、リース債務の返済による支出23百万円であります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　なお、その他の事業については、生産実績はありません。

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

化学品事業 15,767 26.6

(注) １　金額は、販売価格によっており、セグメント間の取引に係る生産実績は含んでおりません。

２　上記の他、化学品事業における商品仕入実績は、25百万円(前年同期比△94.2％)であります。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

化学品事業については、過去の販売実績と将来の予想に基づいて見込生産を行っております。

　なお、その他の事業については、受注実績はありません。
　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

化学品事業 15,590 12.3

その他の事業 83 △49.1

合計 15,673 11.6

(注) １　セグメント間取引については相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。
　

前連結会計年度

相手先 金額(百万円) 割合(％)

㈱ジェイ・プラス 6,472 46.1

オー・ジー㈱ 768 5.5
　

　

当連結会計年度

相手先 金額(百万円) 割合(％)

㈱ジェイ・プラス 7,754 49.5

オー・ジー㈱ 1,006 6.4

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

平成23年度の経営環境につきましては、東日本大震災による生産活動の停滞、輸出の減少、消費者心理の

冷え込み等により景気の落ち込みが懸念されております。

　化学業界におきましても、原油をはじめとする資源価格高騰の影響や政府から各企業に求められる夏場の

電力削減要請への対処など先行きに大きな懸念材料を抱えており、決して楽観できる情勢ではありません。

　このような状況下、当社グループといたしましては、資源価格高騰に対処した適正な価格水準の確保、電力

削減下での効率的な生産による減産幅の最小化に取り組んでまいります。

中期的には平成19年度にスタートした５ヵ年の中期経営計画については、千鳥集約化、新規機能化学品10

品目上市等の主要課題が概ね計画通りに進捗し、収益体質の強化に向けた基盤整備が出来たこと、また、

リーマンショックに端を発した世界的な経済環境の急激な悪化により当社グループを取り巻く事業環境が

様変わりしたことから１年前倒しで区切りを付け、「機能化学品の川崎化成への進化」を達成するべく新

たな５ヵ年の中期経営計画を平成23年４月からスタートいたしました。

新中期経営計画では、前計画の成果である「千鳥集約化により整備されたインフラ」を活用し、上市を果

たした光増感剤アントラキュアー®や重合禁止剤キノパワー®シリーズ等のキノン系誘導品を中心とした

新規機能化学品を事業の柱に育成してまいります。

　そのための具体的な施策として、新規機能化学品の量産試作と本格的な製造ができるマルチプラントを建

設し、お客様からの要求に対応可能な供給体制と品質保証体制を構築いたします。

このほかマキシモール®やコハク酸などについても、エラストマーなど非発泡分野向けや生分解性樹脂

等、お客様のニーズに応えられるよう需要動向を見極め、機会を逸することなく生産能力の増大を実現して

まいります。

加えて収益の安定の為には無水フタル酸やパルプ蒸解助剤ＳＡＱ®などに代表される「汎用化学品」の

安定した事業運営が必須でありますので、安全・安定操業によるフル生産・フル販売の継続、運転条件の最

適化等によるコストダウンに取り組んでまいります。

これら諸施策の実現により基本コンセプトである「機能化学品の川崎化成への進化」を名実共に実現

し、計画最終年度の平成27年度は経常利益14億円、ＲＯＡ６％の達成を目標としてまいります。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼすリスクには以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成23年６月29日)現在において当社グ

ループが判断したものであります。

　
(事業全般)

当社グループの事業のうち、当連結会計年度における化学品事業の外部売上高の連結売上高に占め

る割合は99.5％であります。

当該化学品事業の主要製品であります無水フタル酸は、その原料に石油系のオルソキシレンを使用

しております。オルソキシレンの価格は原油及びナフサ価格の上昇や製品需給の逼迫等に伴い上昇す

るため、この上昇分を製品価格に転嫁できない場合には業績に影響を与える可能性があります。また、

キノン系製品はその原料に石炭系のナフタレンを使用しております。ナフタレン価格は、原油及び原料

炭の上昇や製品需給の逼迫に伴い上昇するため、この上昇分を製品価格に転嫁できない場合には業績

に影響を与える可能性があります。

　
(為替)

主要原料であるオルソキシレンは、サプライヤーが海外から原油及びナフサを調達して精製してい

ることから、為替の変動がオルソキシレン価格に反映されるため、為替の変動如何によっては、業績に

影響を与える可能性があります。

　
(新規製品開発)

当社グループは、「機能化学品の川崎化成への進化」を目指し、キノン系製品の誘導品を始めとする

高機能商品の開発、商品化を進めております。しかしながら、技術開発と商品化のスピードが市場・顧

客の技術革新のスピードやニーズの急激な変化に対応できなかった場合には、業績に影響を与える可

能性があります。

　
(事故・災害)

当社グループは、レスポンシブル・ケア活動の実施を宣言し、「環境・安全」の確保を事業活動の大

前提におき、環境保全、保安防災に向けた活動を取り進めております。しかしながら、当社グループの事

業所は神奈川県川崎市に集中していることから、同地区において大規模地震等の自然災害、設備事故、

火災等の操業を中断する事象が発生した場合には、業績に甚大な影響を与える可能性があります。

　
(製品の瑕疵)

当社グループは、お客様に満足していただける製品を提供するため、国際的な品質マネジメント規格

であるISO9001に従って各種製品を製造、販売しており、品質管理体制には万全を期しております。しか

しながら、当社製品は、工業、食品添加物向け等の中間原料として多方面に販売していることから、当社

製品の瑕疵によりお客様に甚大な損害を与えた場合には、業績に影響を与える可能性があります。

　
(法規制)

当社グループが行っている事業活動は、環境、安全関連をはじめ各種の法規制の適用を受けるため、

企業倫理憲章の制定、教育による意識向上、報告相談窓口の設置等の取り組みによりコンプライアンス

の確保に努めております。しかしながら、規制が強化、変更された場合にはその対応のためコストの増

加等につながり、業績に影響を与える可能性があります。また、これらの規制を遵守できなかった場合

には事業活動が制限される可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

　
６ 【研究開発活動】

当社グループの研究開発活動は、当社のみが化学品事業において行っております。

化学品事業は有機酸製品、有機酸系誘導品、キノン系製品を製造・販売しており、研究開発も左記製品の新

規用途開発、新規誘導品の開発を主として取り組んでおります。

また当社独自の研究開発はもとより、三菱ケミカルホールディングスグループの持つ開発力を積極的に活

用することにより研究開発の強化に取り組んでおります。

現在の研究内容は

　　(1)　新規製品の開発

　　(2)　現有製品の合理化及び品質向上検討並びに新規用途の開発

　　(3)　販売維持及び拡大のための需要家対応技術サービス

などであります。

　新規製品の開発としては、当社グループの経営課題である「機能化学品の川崎化成への進化」の実現を目

指し、当社が世界で唯一キノン系製品を総合的に事業化していることから、医農薬、環境、情報電子材料等の

各分野を対象にキノン類の持つ特性を活かした新規誘導品の開発、新規用途の拡大に主眼をおいた研究を

実施しております。

　なお、当連結会計年度の研究開発費は、410百万円であります。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成23年６月29日)現在において当社グルー

プが判断したものであります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。連結財務諸表の作成にあたっては、決算日における資産・負債の貸借対照表計上金

額並びに当連結会計年度における収益・費用の損益計算書計上金額に影響する判断、見積りを実施する

必要があります。経営者は上記の判断、見積りの実施において、特に以下の重要な会計方針が、当社グルー

プの連結財務諸表において重要な影響を及ぼすと判断しております。

①　有価証券の減損会計

当社グループは、市場価格のある上場有価証券と市場価格のない有価証券を所有しております。市場

価格のある上場有価証券については、当連結会計年度末日の終値が50％以上下落した場合と、30％以上

50％未満下落した場合の各ケース毎に、一定期間の過去の平均株価の推移と、回復可能性に関する評価

基準を指標とした減損処理基準を設けて評価減を実施しております。また、市場価格のない有価証券に

つきましては、実質価格が著しく低下し、回復可能性がないと判断した場合には評価減を実施しており

ます。

②　退職給付関係

従業員の退職給付債務及び退職給付費用は、年金数理計算上使用される各種の基礎率と年金資産の

運用利回り等に基づき算出しております。

　なお、退職給付債務及び退職給付費用の詳細については、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)

連結財務諸表」中の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４　会計処理基準に関する事

項　(3)　重要な引当金の計上基準　⑥　退職給付引当金」及び「注記事項（退職給付関係）」に記載の

とおりであります。

③　税効果会計関係

当社グループは、繰延税金資産について、実現可能性が高いと考えられる金額へ減額するために評価

性引当額を計上しております。評価性引当額の必要性を検討するにあたっては、将来の課税所得及び慎

重かつ実現可能性の高い継続的な税務計画を検討しますが、繰延税金資産の全部または一部を将来回

収できないと判断した場合、当該判断を行った期間に繰延税金資産を取崩すと共に、法人税等調整額と

して税金費用の計上をいたします。逆に、将来の課税所得の獲得等の可能性が高いため繰延税金資産を

今後回収できると判断した場合は、当該判断を行った期間に繰延税金資産を計上すると共に、法人税等

調整額として税金費用の減額をいたします。

  なお、税効果会計関係の詳細については、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1) 連結財務諸

表」中の「注記事項（税効果会計関係）」に記載のとおりであります。
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(2) 経営成績の分析

①　売上高及び営業損益

当連結会計年度における当社グループは、既存製品及び新規製品の拡販、適正な価格水準の確保、固

定費等総コストの抑制に取り組んでまいりました。

  その結果、当連結会計年度における経営成績は、売上高は15,673百万円と前連結会計年度に比べ

1,631百万円の増収となりました。

増収の主な要因は、販売数量増と販売価格上昇による化学品事業の増収であり、その他の事業が当社

グループの業績に与える影響は軽微であります。

化学品事業のうち、有機酸製品につきましては、無水フタル酸は、輸出販売数量が減少しましたが国

内需要の回復により増収となりました。

  その他の有機酸につきましては、コハク酸は拡販努力により大幅な増収となりました。フマル酸は、

原料価格上昇に対処した製品価格の是正により増収となりました。

　なお、リンゴ酸については、中期経営計画の一環として進めてきた経営資源の千鳥地区への集約に伴

い生産及び販売を終了いたしました。この結果、有機酸製品全体としては増収となりました。

有機酸系誘導品につきましては、可塑剤は、販売数量が増加し増収となりました。 マキシモール
®
は、

上半期における住宅着工件数の低迷が響き減収となりました。この結果、有機酸系誘導品全体としては

増収となりました。

キノン系製品につきましては、パルプ蒸解助剤ＳＡＱ®は、需要の回復により販売数量が増加し増収

となりました。アントラキノンは、輸出販売数量が増加し大幅な増収となりました。ナフトキノン、脱硫

触媒ＮＱＳ®及び農薬原体アセキノシルは、販売数量が増加し増収となりました。この結果、キノン系

製品全体としては大幅な増収となりました。

当連結会計年度における営業損益は、販売数量の増加とこれに伴う増産効果により前連結会計年度

に比べ459百万円改善し、245百万円の営業利益（前連結会計年度は214百万円の営業損失）となりまし

た。

②　営業外損益及び経常損益

当連結会計年度における営業外収益は、主に不動産賃貸料収入の増加により前連結会計年度に比べ

７百万円増加し、152百万円となりました。また、営業外費用は、主に固定資産処分損の減少により前連

結会計年度に比べ２百万円減少し、17百万円となりました。

この結果、当連結会計年度における営業外損益は、前連結会計年度に比べ10百万円改善し、134百万円

の収益（前連結会計年度は124百万円の収益）となりました。

この結果、当連結会計年度における経常損益は、前連結会計年度に比べ470百万円改善し、379百万円

の経常利益（前連結会計年度は90百万円の経常損失）となりました。
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③　特別利益、特別損失及び税金等調整前当期純損益

当連結会計年度の特別損失は、東日本大震災の影響により一部の製造設備を休止したことによる減

産損並びに設備の原状復旧費用等及び「資産除去債務に関する会計基準」の適用に伴い189百万円の

計上となり、前連結会計年度に比べ730百万円の減少となりました。減少の要因は前連結会計年度にお

いて特別損失919百万円（塩浜地区の土地の一部譲渡に伴う固定資産の減損損失並びに無水フタル酸

製造設備の触媒活性低下に対処した触媒交換期間に発生した固定費等及び触媒の臨時償却費用の発生

等）を計上したためであります。

この結果、当連結会計年度における税金等調整前当期純損益は、前連結会計年度に比べ1,200百万円

改善し、190百万円の税金等調整前当期純利益（前連結会計年度は1,009百万円の税金等調整前当期純

損失）となりました。

④　税金費用及び当期純損益

当連結会計年度における法人税、住民税及び事業税は３百万円の計上でしたが、業績の回復に伴う繰

延税金資産の回収可能性の見直しの結果、当連結会計年度末において回収が確実と見込まれる部分に

ついて繰延税金資産を計上したため、税金費用としては、75百万円の減額（前連結会計年度は510百万

円の減額）となりました。

この結果、当連結会計年度における当期純損益は、前連結会計年度に比べ765百万円改善し、265百万

円の当期純利益（前連結会計年度は499百万円当期純損失）となりました。
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(3) 財政状態の分析

当連結会計年度末における総資産は19,933百万円となり、前連結会計年度末に比べ554百万円増加い

たしました。

　流動資産は、主に未収入金は減少しましたが、売掛金及び繰延税金資産が増加したことにより、前連結

会計年度末に比べ160百万円増加し、9,497百万円となりました。

固定資産は、主に無形固定資産（リース資産）の増加により、前連結会計年度末に比べ393百万円増

加し、10,436百万円となりました。

当連結会計年度末における負債合計は7,313百万円となり、前連結会計年度末に比べ414百万円増加

いたしました。

　流動負債は、主に買掛金は増加しましたが、未払費用が減少したことにより、前連結会計年度末に比べ

62百万円減少し、3,809百万円となりました。

　固定負債は、主に資産除去債務及びリース債務の計上により、前連結会計年度末に比べ477百万円増加

し、3,503百万円となりました。

当連結会計年度末における純資産は12,619百万円となり、前連結会計年度末に比べ140百万円増加い

たしました。

　株主資本は、主に配当金の支払いによる減少要因はありましたものの、当期純利益265百万円の計上に

より利益剰余金が増加したため、前連結会計年度末に比べ148百万円増加し、9,666百万円となりまし

た。

　その他の包括利益累計額は、保有株式の時価評価の減少に伴うその他有価証券評価差額金の減少によ

り、前連結会計年度末に比べ8百万円減少し、2,953百万円となりました。

　

(4) キャッシュ・フローの状況の分析

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ

163百万円増加し、当連結会計年度末には、2,796百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は1,040百万円（前連結会計年度比848.3%増）となりました。

　収入の主な内訳は、税金等調整前当期純利益190百万円、減価償却費778百万円、仕入債務の増加519百

万円であり、支出の主な内訳は、売上債権の増加547百万円であります。

　
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は736百万円（前連結会計年度は801百万円の収入）となりました。

　支出の主な内訳は、有形固定資産の取得による支出767百万円、有形固定資産の除却による支出644百

万円であり、収入は有形固定資産の売却による収入687百万円であります。

　
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は140百万円（前連結会計年度比19.3%増）となりました。

  支出の主な内訳は、配当金の支払額116百万円、リース債務の返済による支出23百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループは、主に化学品事業において生産設備の更新、合理化のための設備投資を行っており、当連

結会計年度のグループ全体の設備投資額は830百万円であります。このうち化学品事業における設備投資額

は、経営資源の千鳥地区への集約に向けた製造設備等の新設・移設工事、有機酸製品及びキノン系製品製造

設備の更新・合理化工事等の実施により830百万円であります。なお、化学品事業における設備投資額には

グループ会社の内部利益を含んでおります。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

　

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

川崎工場
(川崎市川崎区)
(注)２，３

化学品事業

生産設備 831 1,944
 
5,856  (　
66,997)

24 8,656 136

研究開発
分析設備

33 9
―
(―)

49 92 38

その他の
設備

833 8
―
(―)

15 857 14

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、「工具器具及び備品」、「リース資産」並びに「建設仮勘定」の合計でありま

す。なお、金額には消費税等は含んでおりません。

２　川崎工場内には生産設備、研究開発分析設備及びその他の設備があるため、土地以外の設備については、設備の

内容に合わせて区分しております。なお、連結会社以外の者へ貸与中の土地183百万円(2,471.2㎡)を含んでお

ります。

３　連結会社以外の者へ貸与中の建物0百万円を含んでおります。

４　上記の他、川崎工場内には、取引先の投資による有機酸系誘導品製造設備(能力83,000t／年)があります。また、

リース契約(所有権移転外ファイナンス・リース)による主な賃借設備としてコンピューターシステム及び構

内通信システムがあり、当期の支払リース料は８百万円であります。

　

(2) 国内子会社

子会社カワカ産業㈱は、当社の事業所内で「その他の事業」を営んでおりますが、主要な設備総額(帳

簿価額)は３百万円、従業員数は16名であります。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 137,297,000

計 137,297,000

　
　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成23年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年６月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,207,73041,207,730
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は1,000株であり
ます。
完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 41,207,73041,207,730― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成14年７月29日
(注)

― 41,207,730 ― 6,282 △3,225 1,571

（注）　平成14年６月27日開催の定時株主総会における資本準備金減少決議に基づくその他資本剰余金への振替であり

ます。
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(6) 【所有者別状況】

平成23年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

0 5 17 32 13 2 3,3413,410 ―

所有株式数
(単元)

0 1,548 213 18,5781,007 10 19,35240,708499,730

所有株式数
の割合(％)

0 3.80 0.52 45.64 2.47 0.03 47.54 100 ―

(注) 　自己株式2,477,792株は「個人その他」に2,477単元、「単元未満株式の状況」に792株含まれております。

　

(7) 【大株主の状況】

平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三菱化学㈱ 東京都港区芝４―14―１ 14,991 36.37

東レ㈱ 東京都中央区日本橋室町２―１―１ 1,079 2.61

㈱オージーキャピタル 大阪市中央区平野町４―１―２ 1,051 2.55

三菱商事㈱ 東京都千代田区丸の内２―３―１ 800 1.94

ＣＢＮＹ ＤＦＡ ＩＮＴＬ 
スモールキャップ
バリューポートフォリオ
(常任代理人　シティバンク銀行
株式会社)

388 GREENWICH STREET,NY,
NY 10013 USA
(東京都品川区東品川２－３－14)
 

658 1.59

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内１－２－１ 553 1.34

川崎化成取引先持株会 川崎市川崎区千鳥町１―２ 484 1.17

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱
(常任代理人　日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内１－４－５
(東京都港区浜松町２－11－３)

438 1.06

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 296 0.71

日本証券金融㈱ 東京都中央区日本橋茅場町１－２－１０ 258 0.62

計 ― 20,608 50.01

(注) １　当社は、自己株式2,478千株（6.01％）を保有しております。

２　所有株式数は、千株未満を四捨五入して記載しております。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式)
普通株式

2,477,000
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

38,231,000
38,231同上

単元未満株式 普通株式  499,730 ― 同上

発行済株式総数 41,207,730― ―

総株主の議決権 ― 38,231 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式792株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成23年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
川崎化成工業株式会社

川崎市川崎区
駅前本町12―１

2,477,000 ― 2,477,0006.01

計 ― 2,477,000 ― 2,477,0006.01

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 9,125 1

当期間における取得自己株式 181 0

(注)　当期間における取得自己株式には、平成23年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含まれておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― 　― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他
（買増請求）

641 0 ― ―

保有自己株式数 2,477,792 ― 2,477,973 ―

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成23年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り
及び買増しによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、配当につきましては、業績及び内部留保を考慮しつつ、安定配当を維持、継続していくことを基本

としております。

内部留保資金につきましては、新規事業の育成・設備投資等、今後の企業体質の強化のために有効に活用

してまいる所存であります。

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、期末配当

については株主総会、中間配当については取締役会であります。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、当初１株につき４円を予定しておりましたが、東日本大震災

により期首の業績予想値からは利益が縮小したこと並びに時期の経営環境は先行きに懸念材料を抱えてい

ることから、期末配当３円（年間３円）とさせていただきました。

当社は、「取締役会決議によって、毎年９月30日における最終の株主名簿に記載または記録された株主ま

たは登録株式質権者に対し、会社法第454条第５項の規定による剰余金の配当を行うことができる」旨を定

款に定めております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額　(百万円) １株当たりの配当額 （円）

平成23年６月29日　定時株主総会 116 3

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第85期 第86期 第87期 第88期 第89期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

最高(円) 254 233 204 152 163

最低(円) 172 144 77 88 81

(注)　上記最高・最低株価については、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
10月

11月 12月
平成23年
１月

２月 ３月

最高(円) 104 110 128 155 158 163

最低(円) 99 99 107 123 136 81

(注)　上記最高・最低株価については、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長

 
代表取締役

　 山　部　俊　一 昭和24年２月13日生

平成15年６月 三菱化学㈱執行役員

(注) 3 31

　　同年同月 当社監査役兼任

　　17年６月 当社監査役退任

　　19年３月 サウディ石油化学㈱常務取締役

　　21年３月 当社顧問

　　同年６月 当社取締役社長(現)

常務取締役
営業部門長
開発部門長

片　野　弘　章 昭和26年10月15日生

平成13年10月 三菱化学㈱コーポレート営業推
進部グループマネジャー

(注) 3 36

　　16年４月 当社入社

　　17年７月 当社理事

　　18年６月 当社取締役

　　21年６月 当社常務取締役(現)

取締役 生産部門長 日　沖　克　彦 昭和26年６月15日生

昭和51年４月 当社入社

(注) 3 24平成16年７月 当社理事

　　18年６月 当社取締役(現)

取締役

開発部門

副部門長

開発部門

技術研究所長

菅　沼　弘　之 昭和28年３月13日生

昭和53年４月 当社入社

(注) 3 19平成20年４月 当社理事

　　21年６月 当社取締役(現)

取締役

経営管理　　　　
部門長
経営企画
室長

河　原　文　博 昭和28年12月30日生

昭和51年４月 当社入社

(注) 3 54平成20年４月 当社理事

　　21年６月 当社取締役(現)

取締役 　 梅　葉　芳　弘 昭和30年３月15日生

平成17年５月 三菱化学㈱石化企画部門石化管
理部長

(注) 3 1

　　同年６月 当社監査役兼任

　　19年６月 当社監査役退任

　　20年６月 三菱化学㈱執行役員(現)

    21年６月 当社取締役兼任(現)

監査役

常勤
　 蓑　田　豊　一 昭和22年11月９日生

平成20年４月 三菱化学㈱監査役付
(注) 4 9

　　同年６月 当社監査役(現)

監査役

常勤
　 臼　井　健　二 昭和24年11月３日生

昭和49年４月 当社入社

(注) 5 6平成18年６月 当社監査室長

　　21年６月 当社監査役(現)

監査役 　 山　岡　弘　明 昭和31年12月28日生

平成18年４月 三菱化学㈱機能商品開発部門技
術管理室長

(注) 4 1　　同年６月 当社監査役兼任(現)

　　21年４月 三菱化学㈱ＯＰＶ事業推進室統
括部長(現)

監査役 　 西　舘　勇　雄 昭和30年７月８日生

昭和60年４月 検事任官（東京地方検察庁）

(注) 5 0
平成４年４月 弁護士登録（東京弁護士会）

　　同年同月 三宅法律事務所　入所

　　23年６月 当社監査役兼任(現)

計 182

　 (注) １　取締役梅葉芳弘氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２　監査役蓑田豊一、山岡弘明、西舘勇雄の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３　取締役の任期は、平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の
時までであります。

４　監査役蓑田豊一、山岡弘明の各氏の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期
に係る定時株主総会終結の時までであります。

５　監査役臼井健二、西舘勇雄の各氏の任期は、平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期
に係る定時株主総会終結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

① 企業統治の体制

当社グループは、株主をはじめとするステークホルダーに対し様々な形で貢献できるよう、当社グ

ループの永続的な発展と企業価値の最大化を図るため、経営の「効率性・健全性・透明性」の確保、充

実に向けた諸施策に継続的に取り組んでいくことをコーポレート・ガバナンスの基本としておりま

す。

当社が採用しているガバナンス体制は監査役制度であり、それぞれの会社の機関に求められる役割、

即ち、取締役会（計画）、代表取締役・業務執行取締役（執行）、社外取締役・監査役(会)・監査室・

会計監査人（監査・監督）、株主総会（選任・解任）が適正且つ効率的に機能しているものと判断し

ております。

当社の企業統治の体制（機関の内容、内部統制システムの整備の状況）は以下のとおりであります。

イ．取締役、取締役会

取締役会を３ヵ月に１回以上開催し、重要事項の決定並びに取締役の業務執行状況の監督等を

行っております。代表取締役及び業務執行取締役は、取締役会の決定に基づき、業務執行を行います。

ロ．監査役、監査役会

監査役及び監査役会は監査役監査基準等に基づき、取締役会その他の重要な会議への出席等を通

じて、取締役の職務執行について監査を行っており、経営の健全性の確保に努めております。

ハ．経営会議

常勤の取締役と常勤の監査役その他で構成する経営会議を原則として毎週開催し、経営課題の検

討を行うことにより経営効率を向上させております。また、代表取締役は、経営会議の場において出

席メンバーから意見の具申を受けることより、業務執行に関する基本的事項の意思決定を機動的に

行っております。また、月１回、子会社の経営の進捗状況について報告を受けております。

ニ．会計監査人

会計監査人には、新日本有限責任監査法人を起用しております。会社法及び金融商品取引法に基づ

く会計監査を行うと共に、会計上の判断を必要とする場合に、適宜、ご意見をいただいております。

ホ．内部監査

代表取締役は、業務執行の有効性と妥当性を確保するため、監査室を設置しております。監査室は

年間の監査計画に基づいて内部監査を実施し、経営活動全般における合法性・合理性の評価、改善等

を行っております。

ヘ．コンプライアンスプログラム

コンプライアンス関連規程に基づき、環境・安全・品質を含めたコンプライアンスの確保、推進を

図ると共に、通報制度として「コンプライアンス・ホットライン」を設置し、違反事案の早期発見・

未然防止に努めております。
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ト．リスク管理委員会

代表取締役はリスク管理委員会を定期的に開催し、経営に係る事業リスクや各部門が保有するオ

ペレーションリスク、全社横断的なリスクの内、事業活動において影響が大きいリスクの把握を行

い、その対応策について企画立案を行うと共に、進捗状況の確認、見直し等を行っております。

また、重要なリスクについては取締役会に報告しております。

　

なお、当社の業務執行、監視、内部統制の仕組みは下図のとおりであります。

　
平成23年３月31日現在

　

チ．社外取締役及び社外監査役と提出会社との間における責任限定契約の内容の概要

当社は社外取締役及び社外監査役との間で、会社法第427条第１項に規定する契約（責任限定契約）

を締結しており、当該契約において、当社の社外取締役及び社外監査役が会社法第423条第１項に定め

る行為によって会社に対し損害を与えた場合において、その職務を行うにつき善意にして重大な過失

がないときは、会社法第425条第１項に定める責任限度額をもって、損害賠償責任の限度額としており

ます。
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② 内部監査及び監査役監査

内部監査は、代表取締役が直轄する監査室が行っており、その人員は専任２名、兼務２名であります。

監査役４名を選任しており、常勤は４名中２名、社外監査役は４名中３名であります。常勤監査役２名

（内、社外監査役１名）と監査室及び内部統制を担当する経営管理部門長は、定例の連絡会を原則週１

回設定し積極的に意見及び情報交換を行うことにより緊密な連携を図っております。常勤監査役は、非

常勤監査役２名（内、社外監査役２名）に対し入手した経営情報を適時報告しております。また、監査

役は会計監査人と定期的に会合を持ち、報告を受け、意見交換を行う等、連携を密にすることにより効

率的な監査を行っております。

監査役は、その職務の執行に必要な場合は、監査役の職務を監査室の所属員に補助させることを代表

取締役に対し求め、代表取締役は、この者を監査役の指揮下で監査補助業務に当たらせることとしてお

ります。

③ 社外取締役及び社外監査役

社外取締役梅葉芳弘氏及び社外監査役蓑田豊一、山岡弘明の各氏は、三菱化学㈱との兼任者又は同社

からの転籍者であります。当社と三菱化学㈱との関係につきましては、「第５ 経理の状況 １連結財務

諸表等　(1)連結財務諸表」中の「関連当事者情報」に記載のとおりであります。

社外監査役西舘勇雄氏は、弁護士であり企業法務に精通しております。同氏は、東京証券取引所の定

める独立役員の要件を満たしており、一般株主と利益相反が生じるおそれがないことから、独立役員に

指定しております。

なお、当社と社外取締役及び社外監査役との間には、特別な利害関係はありません。

取締役会の機能をより強化するため、中立的な立場である社外取締役を配置することにより、職務執

行の監視・監督機能を高めております。社外取締役は、取締役会において各取締役及び監査役から内部

統制状況を含む業務執行状況及び会計監査人監査報告を含む監査状況の報告を受けております。社外

取締役の梅葉芳弘氏には、特定の利害関係者の利益に偏ることなく、客観的且つ中立的な社外取締役の

立場で、取締役会の経営判断の妥当性、並びに代表取締役及び業務執行取締役の業務執行の妥当性の監

視・監督を行っていただくことを期待しております。

社外監査役には各氏が持つ、専門的な知見や経営に関する豊富な見識を活かし、監査機能を強化する

ために選任しております。社外監査役の各氏には、特定の利害関係者の利益に偏ることなく、客観的か

つ中立的な立場で監査機能を発揮していただくことを期待しております。
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④ 役員の報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は次のとおりであります。

　

取締役
（社外取締役を除く）

監査役
（社外監査役を除く）

社外役員

対象人員
（人）

報酬額
（百万円）

対象人員
（人）

報酬額
（百万円）

対象人員
（人）

報酬額
（百万円）

基本報酬 5 49 1 12 1 12

役員賞与 － － － － － －

退職慰労金 5 13 1 1 1 1

計 － 63 － 13 － 13

(注) 　取締役に支払った報酬には、使用人兼務取締役（３名）の使用人分給与41百万円を含んでおりません。

ロ．役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

ハ．役員報酬等の決定方針

役員報酬は、株主総会の決議を経た報酬総額の限度内において、当会社の業績とそれへの貢献度を

勘案して決定することとしております。

各取締役の報酬額については、取締役会の授権を受けた代表取締役社長が「役員報酬及び役員賞

与支給等基準」に定められた各役職別の報酬支給額の範囲内において決定し、各監査役の報酬につ

いては、監査役の協議により決定いたします。

役員賞与は、株主総会において支給の都度決議する役員賞与支給総額の限度内で支給することと

しており、取締役賞与の支給額は報酬月額の１ヵ月分以内とし、代表取締役社長が決定いたします。

監査役については、役員賞与は支給しないこととしております。

退職慰労金は、株主総会において支給の決議を経た上で、役員退職慰労金支給基準に従い、相当額

の範囲内で支給することとし、各々の支給額については、取締役は取締役会決議に基づき決定し、監

査役は監査役の協議により決定いたします。
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⑤ 株式の保有状況

イ．保有目的が純投資目的以外の目的の投資株式

保有銘柄数（銘柄） 19

貸借対照表計上額の合計額（百万円） 278

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的の上場投資株式

（前事業年度）

　特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 233,300 114 取引関係の維持・強化のため

関西ペイント㈱ 121,000 92 取引関係の維持・強化のため

アグロカネショウ㈱ 49,000 39 取引関係の維持・強化のため

大王製紙㈱ 20,700 15 取引関係の維持・強化のため

田辺三菱製薬㈱ 11,000 14 取引関係の維持・強化のため

㈱日本製紙グループ本社 3,760 9 取引関係の維持・強化のため

東京海上ホールディングス㈱ 2,000 5 取引関係の維持・強化のため

三菱製紙㈱ 35,000 3 取引関係の維持・強化のため

㈱トウペ 26,000 2 取引関係の維持・強化のため

ＤＩＣ㈱ 10,000 2 取引関係の維持・強化のため

（当事業年度）

　特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 233,300 89 取引関係の維持・強化のため

関西ペイント㈱ 121,000 87 取引関係の維持・強化のため

アグロカネショウ㈱ 98,000 39 取引関係の維持・強化のため

田辺三菱製薬㈱ 11,000 14 取引関係の維持・強化のため

大王製紙㈱ 20,700 13 取引関係の維持・強化のため

㈱日本製紙グループ本社 3,760 6 取引関係の維持・強化のため

東京海上ホールディングス㈱ 2,000 4 取引関係の維持・強化のため

三菱製紙㈱ 35,000 3 取引関係の維持・強化のため

㈱トウペ 26,000 2 取引関係の維持・強化のため

ＤＩＣ㈱ 10,000 1 取引関係の維持・強化のため

豊田通商㈱ 1,300 1 取引関係の維持・強化のため

㈱ブリヂストン 1,000 1 業界動向等の把握のため

東燃ゼネラル石油㈱ 1,100 1 業界動向等の把握のため

サッポロホールディングス㈱ 1,000 0 業界動向等の把握のため

昭和電工㈱ 900 0 業界動向等の把握のため

ハ．保有目的が純投資目的の投資株式

該当事項はありません。
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⑥ 会計監査の状況

当社は会社法に基づく会計監査人及び金融商品取引法に基づく会計監査人に、新日本有限責任監査

法人を起用しております。新日本有限責任監査法人及び当社監査に従事する業務執行社員との間には、

特別な利害関係はありません。当事業年度において業務執行した公認会計士の氏名、業務監査に係る補

助者の構成は以下のとおりであります。

業務を執行した公認会計士の氏名　　　新日本有限責任監査法人　　吉澤　祥次　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人　　梅村　一彦

会計監査業務に係る補助者の構成

会計監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の選定基準に基づき決定されております。具体的に

は、公認会計士を主たる構成員とし、システム専門家等その他の補助者も加えて構成しております。

⑦ 取締役会で決議できる株主総会決議事項

イ．自己株式の取得

当社は、経済情勢の変化に対応して機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第

２項の規定に基づき、「当会社は取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得するこ

とができる」旨を定款に定めております。

ロ．取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役がその期待される成果を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項

の規定に基づき、取締役会の決議によって、会社法第423条第１項の取締役（取締役であった者を含

む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の賠償責任を法令の限度において免除することがで

きる旨を定款に定めております。

ハ．中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議をもって、毎年９月30日における

最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、会社法第454条第５項の規定

による剰余金の配当（中間配当）を行うことができる旨を定款に定めております。

⑧ 取締役の定数

取締役の定数につきましては、「当会社に取締役11名以内を置く」旨を定款で定めております。

⑨ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数の決議をもって選任する旨、並びに累積投票によ

らない旨を定款で定めております。
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⑩ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を目的として、会社法第309条第２項の規定による株主総会の決議は、

議決権を行使することができる株主の３分の１以上を保有する株主が出席し、その議決権の３分の２

以上をもってこれを行う旨を定款に定めております。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 27 － 28 2

連結子会社 － － － －

計 27 － 28 2

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

該当事項はありません。

当連結会計年度

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、ＩＦＲＳ（国際財務

報告基準）の影響度調査に関する業務であります。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針といたしましては、該当事項はありませんが、当

社の会社規模や業績、監査日数等を勘案した上で決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成21年４月１日から平成

22年３月31日まで)及び前事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)並びに当連結会計年度

(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)及び当事業年度(平成22年４月１日から平成23年３月31日

まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、新日本有限責任監査法人の監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 212 292

受取手形及び売掛金 4,104 4,651

商品及び製品 1,023 886

仕掛品 379 444

原材料及び貯蔵品 435 509

繰延税金資産 － 132

短期貸付金 2,420 2,503

その他 761 76

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 9,336 9,497

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 3,469 3,826

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,982 △2,091

建物及び構築物（純額） 1,486 1,735

機械装置及び運搬具 16,500 16,897

減価償却累計額及び減損損失累計額 △14,548 △14,962

機械装置及び運搬具（純額） 1,952 1,935

土地 ※1
 5,862

※1
 5,862

建設仮勘定 4 16

その他 746 743

減価償却累計額及び減損損失累計額 △634 △668

その他（純額） 111 75

有形固定資産合計 9,417 9,624

無形固定資産

リース資産 － 211

その他 15 13

無形固定資産合計 15 224

投資その他の資産

投資有価証券 526 511

繰延税金資産 9 7

その他 71 67

投資その他の資産合計 608 586

固定資産合計 10,042 10,436

資産合計 19,378 19,933
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,832 2,351

短期借入金 100 100

未払費用 1,304 593

未払法人税等 25 13

賞与引当金 170 174

修繕引当金 61 74

災害損失引当金 － 31

その他 378 469

流動負債合計 3,872 3,809

固定負債

リース債務 － 176

再評価に係る繰延税金負債 ※1
 1,955

※1
 1,955

繰延税金負債 90 130

退職給付引当金 953 979

役員退職慰労引当金 27 45

資産除去債務 － 216

固定負債合計 3,026 3,503

負債合計 6,899 7,313

純資産の部

株主資本

資本金 6,282 6,282

資本剰余金 2,549 2,549

利益剰余金 1,084 1,233

自己株式 △398 △399

株主資本合計 9,517 9,666

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 130 122

土地再評価差額金 ※1
 2,831

※1
 2,831

その他の包括利益累計額合計 2,961 2,953

純資産合計 12,479 12,619

負債純資産合計 19,378 19,933
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

売上高 14,042 15,673

売上原価 ※1
 12,201

※1
 13,264

売上総利益 1,840 2,409

販売費及び一般管理費

販売費 ※2
 725

※2
 845

一般管理費 ※2, ※3
 1,329

※2, ※3
 1,318

販売費及び一般管理費合計 2,055 2,163

営業利益又は営業損失（△） △214 245

営業外収益

受取利息 5 8

受取配当金 24 19

業務受託料 59 62

不動産賃貸料 40 46

その他 14 15

営業外収益合計 144 152

営業外費用

支払利息 1 1

固定資産処分損 10 7

固定資産除却損 5 6

休止固定資産保険料 － 1

その他 3 0

営業外費用合計 20 17

経常利益又は経常損失（△） △90 379

特別損失

災害による損失 － ※4
 106

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 82

減損損失 ※4
 434 －

固定資産低稼働損失 ※5
 345 －

土地売却損 89 －

事業構造改善費用 ※6
 48 －

特別損失合計 919 189

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△1,009 190

法人税、住民税及び事業税 4 3

法人税等調整額 △514 △78

法人税等合計 △510 △75

少数株主損益調整前当期純利益 － 265

当期純利益又は当期純損失（△） △499 265
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 265

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △8

その他の包括利益合計 － ※2
 △8

包括利益 － ※1
 257

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 257

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 6,282 6,282

当期末残高 6,282 6,282

資本剰余金

前期末残高 2,549 2,549

当期変動額

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 2,549 2,549

利益剰余金

前期末残高 823 1,084

当期変動額

剰余金の配当 △116 △116

当期純利益又は当期純損失（△） △499 265

土地再評価差額金の取崩 877 －

当期変動額合計 261 149

当期末残高 1,084 1,233

自己株式

前期末残高 △396 △398

当期変動額

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △1 △1

当期末残高 △398 △399

株主資本合計

前期末残高 9,258 9,517

当期変動額

剰余金の配当 △116 △116

当期純利益又は当期純損失（△） △499 265

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 0

土地再評価差額金の取崩 877 －

当期変動額合計 259 148

当期末残高 9,517 9,666
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 71 130

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

58 △8

当期変動額合計 58 △8

当期末残高 130 122

土地再評価差額金

前期末残高 3,708 2,831

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△877 －

当期変動額合計 △877 －

当期末残高 2,831 2,831

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 3,780 2,961

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△818 △8

当期変動額合計 △818 △8

当期末残高 2,961 2,953

純資産合計

前期末残高 13,038 12,479

当期変動額

剰余金の配当 △116 △116

当期純利益又は当期純損失（△） △499 265

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 0

土地再評価差額金の取崩 877 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △818 △8

当期変動額合計 △558 140

当期末残高 12,479 12,619
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△1,009 190

減価償却費 814 778

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 82

減損損失 434 －

土地売却損益（△は益） 89 －

固定資産低稼働損失 82 －

事業構造改善費用 48 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △8 4

修繕引当金の増減額（△は減少） △0 12

退職給付引当金の増減額（△は減少） 12 25

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △37 18

災害損失引当金の増減額（△は減少） － 31

受取利息及び受取配当金 △29 △27

支払利息 1 1

有形固定資産除却損 5 6

売上債権の増減額（△は増加） △887 △547

たな卸資産の増減額（△は増加） 432 △1

その他の流動資産の増減額（△は増加） 36 5

仕入債務の増減額（△は減少） 207 519

その他の流動負債の増減額（△は減少） △104 △86

その他 4 7

小計 92 1,019

利息及び配当金の受取額 29 27

利息の支払額 △1 △1

法人税等の支払額 △11 △4

営業活動によるキャッシュ・フロー 109 1,040

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,255 △767

有形固定資産の売却による収入 2,063 687

有形固定資産の除却による支出 － △644

無形固定資産の取得による支出 △5 △12

長期前払費用の取得による支出 △0 －

その他 △0 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー 801 △736

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の増減額（△は増加） △1 △1

配当金の支払額 △116 △116

リース債務の返済による支出 － △23

財務活動によるキャッシュ・フロー △117 △140

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 793 163

現金及び現金同等物の期首残高 1,839 2,632

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 2,632

※1
 2,796
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

項目
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 子会社、カワカ産業㈱を連結の範囲に
含めております。

同左

２　持分法の適用に関する事
項

持分法を適用している会社はありませ
ん。

同左

３　連結子会社の事業年度等
に関する事項

連結子会社の決算日と連結決算日は一
致しております。

同左

４　会計処理基準に関する事
項

　 　

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法

①　有価証券
　その他有価証券
　　時価のあるもの　    
　　　期末日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定)

①　有価証券
　その他有価証券
　　時価のあるもの　    
　　　同左

　 　　時価のないもの
　　　移動平均法による原価法

 

　　時価のないもの
　　　同左

 

　 ②　たな卸資産
　主として総平均法による原価法（収
益性の低下による簿価切下げの方法）

②　たな卸資産
　　　同左

(2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法

 

①　有形固定資産（リース資産を除
く）
　定率法(一部の製造部門の機械及び装
置は定額法)によっております。
ただし、平成10年４月１日以降に取得
した建物(建物附属設備は除く)につい
ては、定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであ
ります。 
　建物　　　　　２年～４７年 
　構築物　　　　３年～５０年 
　機械及び装置　８年

①　有形固定資産（リース資産を除
く）
　定率法(一部の製造部門の機械及び装
置は定額法)によっております。
ただし、平成10年４月１日以降に取得
した建物(建物附属設備は除く)につい
ては、定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであ
ります。 
　建物　　　　　７年～４７年 
　構築物　　　　７年～４５年 
　機械及び装置　８年　

　 ②　無形固定資産（リース資産を除
く）
　定額法によっております。
　なお、耐用年数については、法人税法
に規定する方法と同一の基準によっ
ております。

　また、自社利用のソフトウェアについ
ては社内における利用可能期間(５
年)に基づく定額法によっておりま
す。

②　無形固定資産（リース資産を除
く）
　同左

　 ③　リース資産　
所有権移転ファイナンス・リース取
引に係るリース資産
　自己所有の固定資産に適用する減
価償却方法と同一の方法を採用し
ております。
所有権移転外ファイナンス・リース
取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法を採用して
おります。
なお、リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引のうち、リース
取引開始日が平成20年３月31日以前
のものについては、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計処理によっ
ております。

③　リース資産　
――――――――

 
　
 
 
所有権移転外ファイナンス・リース
取引に係るリース資産
同左　
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項目
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

(3) 重要な引当金の計上基
準

①　貸倒引当金
　債権の貸倒による損失に備えるため、
一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しておりま
す。

①　貸倒引当金
　同左

　 ②　賞与引当金
　従業員の賞与の支出に充てるため、支
給見込額に基づき計上しておりま
す。

②　賞与引当金
　同左

　 ③　役員賞与引当金
役員の賞与の支出に充てるため、支
給見込額に基づき計上しておりま
す。

③　役員賞与引当金
　同左
 

　 ④　修繕引当金
　主要な機械装置等にかかる定期修繕
費用の支出に備えるため、次回の定
期修繕に要する費用見積額を基礎と
　して、当連結会計年度に負担すべき
金額を引当計上しております。   

④　修繕引当金
　同左
 

 
 

　 ――――――― ⑤　災害損失引当金
　東日本大震災の影響で被災した固定
資産の修繕等の費用の支出に備える
ため、その復旧等に必要と認められ
る金額を見積計上しております。

　 ⑤　退職給付引当金 ⑥　退職給付引当金
　 　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上
しております。

　なお、過去勤務債務は、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数(５年)による定額法により
費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度
の発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数(５年)による定
額法により発生の翌連結会計年度か
ら費用処理しております。

　同左

　 ⑥　役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるた
め、内規に基づく当連結会計年度末
要支給額を計上しております。

⑦　役員退職慰労引当金
　同左

(4) 重要なヘッジ会計の
方法

①　ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理を採用しております。
なお、振当処理の要件を充たしてい
る場合は、振当処理を採用しており
ます。

①　ヘッジ会計の方法
　同左

　 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　為替予約取引をヘッジ手段とし、輸出
取引の為替変動リスクのみをヘッジ
対象としております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　同左

　 ③　ヘッジ方針
　為替予約取引は、輸出成約高の範囲内
で行うこととし、投機目的のための
デリバティブ取引は行わないことと
しております。

③　ヘッジ方針
　同左

　 ④　ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条
件が一致しているため有効性の評価
を省略しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
　同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

(5) のれんの償却方法及び
償却期間

――――――― のれんは、５年間で均等償却しており
ます。

(6) 連結キャッシュ・フ
ロー計算書における資
金の範囲

――――――― 連結キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金(現金及び現金同等物)は、手許
現金、随時引き出し可能な預金及び容
易に換金可能であり、かつ、価値の変動
について僅少なリスクしか負わない取
得日から３ヶ月以内に償還期限の到来
する短期投資からなっております。

(7) その他連結財務諸表作
成のための重要な事項

消費税等の会計処理の方法
　税抜方式によっております。

同左

５　連結子会社の資産及び負
債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法
は、全面時価評価法によっております。

―――――――

６　のれん及び負ののれんの
償却に関する事項

のれんは、５年間で均等償却しており
ます。
(のれん及び負ののれんの金額に重要
性が乏しい場合は発生年度において一
時に償却しております。)

―――――――

７　連結キャッシュ・フロー
計算書における資金の範
囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金(現金及び現金同等物)は、手許
現金、随時引き出し可能な預金及び容
易に換金可能であり、かつ、価値の変動
について僅少なリスクしか負わない取
得日から３ヶ月以内に償還期限の到来
する短期投資からなっております。

―――――――

　

【会計方針の変更】

　

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

―――――――  「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計

基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適

用しております。

これにより、当連結会計年度の営業利益及び経常利

益が16百万円、税金等調整前当期純利益が99百万円減

少しております。
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【表示方法の変更】

　

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

（連結貸借対照表）

　①「繰延税金資産」（当連結会計年度３百万円）につ

いては、当連結会計年度においては金額が僅少なため、

流動資産の「その他」に含めて表示しております。

―――――――

　②「未払費用」（前連結会計年度636百万円）につい

ては、前連結会計年度において流動負債の「その他」に

含めて表示しておりましたが、当連結会計年度において

負債及び純資産の合計額の100分の５を超えたため、区

分掲記しております。

―――――――

 

――――――― （連結貸借対照表）

　「繰延税金資産」（前連結会計年度３百万円）につい

ては、前連結会計年度において流動資産の「その他」に

含めて表示しておりましたが、当連結会計年度において

重要性が増したため、区分掲記しております。

　 　
――――――― （連結損益計算書）

　①「休止固定資産保険料」（前連結会計年度１百万

円）については、前連結会計年度において営業外費用の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計

年度において営業外費用の総額の100分の10を超えたた

め、区分掲記しております。　

　②当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計

基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基

づき、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平

成21年３月24日　内閣府令第５号）を適用し、「少数株

主損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。

　 　
（連結キャッシュ・フロー計算書）

　「有形固定資産の売却による収入」（前連結会計年度

０百万円）については、前連結会計年度において「投資

活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含め

て表示しておりましたが、当連結会計年度において重要

性が増したため、区分掲記しております。

―――――――

――――――― （連結キャッシュ・フロー計算書）

　「長期前払費用の取得による支出」（当連結会計年度

０百万円）については、前連結会計年度において区分掲

記しておりましたが、当連結会計年度においては金額が

僅少なため、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の

「その他」に含めて表示しております。
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【追加情報】

　

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

――――――― 　当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適

用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」

及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年

度の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差

額等合計」の金額を記載しております。

　

【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

※１　「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」(平成13年３月31日

改正)に基づき事業用の土地の再評価を行い、当

該評価差額のうち法人税その他利益に関連する

金額を課税標準とする税金相当額を「再評価に

係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、こ

れを控除した金額を「土地再評価差額金」とし

て純資産の部に計上しております。

　　　「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評価

に関する法律の一部を改正する法律」第３条第

３項に定める再評価の方法については、「土地の

再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31日

公布政令第119号)第２条第３号に定める固定資

産税評価額に合理的な調整を行って算出する方

法を採用しております。

　　再評価を行った年月日 平成14年３月31日

　　再評価を行った土地の期末
日における時価と再評価
後の帳簿価額との差額

△1,197百万円

　 　

※１　「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」(平成13年３月31日

改正)に基づき事業用の土地の再評価を行い、当

該評価差額のうち法人税その他利益に関連する

金額を課税標準とする税金相当額を「再評価に

係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、こ

れを控除した金額を「土地再評価差額金」とし

て純資産の部に計上しております。

　　　「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評価

に関する法律の一部を改正する法律」第３条第

３項に定める再評価の方法については、「土地の

再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31日

公布政令第119号)第２条第３号に定める固定資

産税評価額に合理的な調整を行って算出する方

法を採用しております。

　　再評価を行った年月日 平成14年３月31日

　　再評価を行った土地の期末
日における時価と再評価
後の帳簿価額との差額

△1,304百万円

　２　偶発債務

　　　次の支払保証を行っております。

　　銀行借入に対する保証債務 　

　　従業員(住宅資金) 33百万円

 

　２　偶発債務

　　　次の支払保証を行っております。

　　銀行借入に対する保証債務 　

　　従業員(住宅資金) 24百万円
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

※１　収益性の低下に伴う前連結会計年度の評価損の戻

入益と当連結会計年度の評価損を相殺したたな卸

資産評価損の戻入益12百万円が売上原価に含まれ

ております。

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

※１　収益性の低下に伴う前連結会計年度の評価損の戻

入益と当連結会計年度の評価損を相殺したたな卸

資産評価損13百万円が売上原価に含まれておりま

す。

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

運搬費 631百万円

給料及び副費 694百万円

賞与引当金繰入額 66百万円

退職給付費用 62百万円

役員退職慰労引当金繰入額 14百万円

減価償却費 74百万円

運搬費 757百万円

給料及び副費 708百万円

賞与引当金繰入額 70百万円

退職給付費用 62百万円

役員退職慰労引当金繰入額 18百万円

減価償却費 83百万円

※３　研究開発費は、453百万円であり、一般管理費に含ま

れております。

※３　研究開発費は、410百万円であり、一般管理費に含ま

れております。

※４　当連結会計年度において、当社グループは、以下の

資産について減損損失を計上いたしました。

用　途 種　類 場　所

技術研究所等

土地・建物及
び構築物・機
械装置及び運
搬具等

川崎化成工業㈱
川崎工場(塩
浜)(川崎市川崎
区)　　　　　　　　　　

　資産のグルーピングは管理会計上の区分を基本と

して製造工程の関連性に基づいております。なお、減

損損失を計上した資産については概ね独立した

キャッシュ・フローを生み出す最小の単位にてグ

ルーピングを行っております。

　川崎市川崎区の川崎工場(塩浜)は、主として、研究

開発を中心として使用しておりますが、主力工場で

ある川崎工場(千鳥)に集約する準備を進めると共

に、集約後の川崎工場(塩浜)の有効活用について検

討を重ねて参りました結果、川崎工場(塩浜)の土地

の一部を譲渡することを決定いたしました。

　これに伴い、回収可能額を算定し、回収が困難と見

込まれる額を減損損失(434百万円)として特別損失

に計上しております。

　減損損失の内訳は、土地139百万円、建物及び構築物

247百万円、機械装置及び運搬具40百万円、その他７

百万円であります。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、正味売却価額は専門業者に

よる見積価格を基準として算定しております。

―――――――

※５　固定資産低稼働損失は、無水フタル酸製造設備の触

媒活性低下に対処した触媒交換期間の固定費等及び

触媒の臨時償却費用であります。

―――――――

※６　事業構造改善費用は、経営資源の千鳥地区への集約

に向けた設備の移設、除却並びに撤去によるもので

あります。

―――――――

――――――― ※４　災害による損失は、東日本大震災によるもので、そ

の内訳は次のとおりであります。

休止期間中の固定費 69百万円

生産設備復旧費等 33百万円

（うち災害損失引当金繰入額 31百万円)

その他 4百万円

EDINET提出書類

川崎化成工業株式会社(E00813)

有価証券報告書

44/97



　

(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

※１  当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益 △440百万円

少数株主に係る包括利益 ―百万円

計 △440百万円

　
※２  当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金 58百万円

　
(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 41,207,730  ─ ─ 41,207,730
　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 2,454,973 15,323 988 2,469,308
　

(注) １  普通株式の自己株式の株式数の増加15,323株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。 

　　 ２　普通株式の自己株式の株式数の減少988株は、単元未満株式の買増請求によるものであります。

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 116 3 平成21年３月31日 平成21年６月29日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 116 3 平成22年３月31日 平成22年６月30日
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当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 41,207,730  ─ ─ 41,207,730
　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 2,469,308 9,125 641 2,477,792
　

(注) １  普通株式の自己株式の株式数の増加9,125株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。 

　　 ２　普通株式の自己株式の株式数の減少641株は、単元未満株式の買増請求によるものであります。

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 116 3 平成22年３月31日 平成22年６月30日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 116 3 平成23年３月31日 平成23年６月30日

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表　

　    に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 212百万円

短期貸付金勘定 2,420百万円

現金及び現金同等物 2,632百万円

 
―――――――

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表　

　    に掲記されている科目の金額との関係

   現金及び預金勘定 292百万円

   短期貸付金勘定 2,503百万円

   現金及び現金同等物 2,796百万円

 
  ２　重要な非資金取引の内容

当連結会計年度において新たに計上した重要な
資産除去債務の額は、194百万円であります。
また、当連結会計年度に新たに計上したファイナ
ンス・リース取引に係る資産及び債務の額は、それ
ぞれ248百万円であります。
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外のファイナンス・リース取引

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

  

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

  

　
機械装置及び

運搬具

その他

(工具器具及

び備品)

合計

取得価額相当
額

12百万円34百万円47百万円

減価償却累計
額相当額

10百万円12百万円22百万円

期末残高相当
額

2百万円 22百万円25百万円

 

(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高の有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

 

　
機械装置及び

運搬具

その他

(工具器具及

び備品)

合計

取得価額相当
額

12百万円34百万円47百万円

減価償却累計
額相当額

12百万円17百万円30百万円

期末残高相当
額

―百万円 17百万円17百万円

 

同左

 

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 8百万円

１年超 17百万円

合計 25百万円

 

(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高の有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

 

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 5百万円

１年超 11百万円

合計 17百万円

 

同左

 

　 　
３　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 8百万円

減価償却費相当額 8百万円

３　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 8百万円

減価償却費相当額 8百万円

 
４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありませんので、項

目等の記載は省略しております。

４　減価償却費相当額の算定方法

　　同左

 

（減損損失について）

　　同左
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(金融商品関係)

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 

（追加情報）

当連結会計年度から平成20年３月10日改正の「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準委員

会　企業会計基準第10号）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準委員

会　企業会計基準適用指針第19号）を適用しております。

 

１．金融商品の状況に関する事項

 

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に化学品事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金を営業活動に

よる現金収入や金融機関からの借入により調達しております。一時的な余資は、その他の関係会社の

子会社に対する短期的な貸付金に限定して運用しております。デリバティブ取引は為替の変動リスク

を回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されていますが、与信管理規程に従

い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うことによってリスク軽減を図っております。

  貸付金は、余資運用目的の短期貸付金であり、その他の関係会社の子会社に対する短期的な貸付金

に限定しております。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する

企業の株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、全てが１年以内の支払期日であります。

　借入金は、営業取引に係る資金調達目的の短期借入金であります。

　デリバティブ取引は、通常の営業過程における輸出取引の為替相場の変動リスクに対するヘッジ取

引を目的とした先物為替予約取引であり、輸出成約高の範囲内で一定の割合を定めて行うこととして

おります。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月次に資金

繰り計画を作成するなどの方法により管理しております。
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２．金融商品の時価に関する事項

当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません

（（注2）参照）。

（単位：百万円）

　
連結貸借対照表
計上額 時　価 差　額

(1) 現金及び預金 212 212 ―

(2) 受取手形及び売掛金 4,104 4,104 ―

(3) 短期貸付金 2,420 2,420 ―

(4) 投資有価証券 　 　 　

その他有価証券 516 516 ―

(5) 支払手形及び買掛金 (1,832) (1,832) ―

(6) 短期借入金 (100) (100) ―

（*）負債に計上されているものについては、（　）で表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、及び(2) 受取手形及び売掛金、並びに(3) 短期貸付金

　これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(4) 投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照下さい。

負　債

(5) 支払手形及び買掛金、並びに(6) 短期借入金

　これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記を参照下さい。

 

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額10百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー

を見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(4) 投資有価

証券その他有価証券」には含めておりません。
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（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　 (単位：百万円)

　 1年以内

現金及び預金 212

受取手形及び売掛金 4,104

短期貸付金 2,420

投資有価証券 　

その他有価証券のうち満期があるもの －

合計 6,736

　

（注4）社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

　 (単位：百万円)

　 1年以内

短期借入金 100

　

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　

１．金融商品の状況に関する事項

 

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に化学品事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金を営業活動に

よる現金収入や金融機関からの借入により調達しております。一時的な余資は、その他の関係会社の

子会社に対する短期的な貸付金に限定して運用しております。デリバティブ取引は為替の変動リスク

を回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されていますが、与信管理規程に従

い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うことによってリスク軽減を図っております。

  貸付金は、余資運用目的の短期貸付金であり、その他の関係会社の子会社に対する短期的な貸付金

に限定しております。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する

企業の株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、全てが１年以内の支払期日であります。

　借入金は、営業取引に係る資金調達目的の短期借入金であります。

　デリバティブ取引は、通常の営業過程における輸出取引の為替相場の変動リスクに対するヘッジ取

引を目的とした先物為替予約取引であり、輸出成約高の範囲内で一定の割合を定めて行うこととして

おります。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月次に資金

繰り計画を作成するなどの方法により管理しております。
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２．金融商品の時価に関する事項

当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません

（（注2）参照）。

（単位：百万円）

　
連結貸借対照表
計上額 時　価 差　額

(1) 現金及び預金 292 292 ―

(2) 受取手形及び売掛金 4,651 4,651 ―

(3) 短期貸付金 2,503 2,503 ―

(4) 投資有価証券 　 　 　

その他有価証券 501 501 ―

(5) 支払手形及び買掛金 (2,351) (2,351) ―

(6) 短期借入金 (100) (100) ―

（*）負債に計上されているものについては、（　）で表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、及び(2) 受取手形及び売掛金、並びに(3) 短期貸付金

　これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(4) 投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照下さい。

負　債

(5) 支払手形及び買掛金、並びに(6) 短期借入金

　これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記を参照下さい。

 

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額10百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー

を見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(4) 投資有価

証券その他有価証券」には含めておりません。
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（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　 (単位：百万円)

　 1年以内

現金及び預金 292

受取手形及び売掛金 4,651

短期貸付金 2,503

投資有価証券 　

その他有価証券のうち満期があるもの －

合計 7,447

　

（注4）社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

　 (単位：百万円)

　 1年以内

短期借入金 100

　

(有価証券関係)

前連結会計年度

　

１　その他有価証券(平成22年３月31日)

　

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価（百万円） 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　 　 　

　①　株式 512 290 222

　②　債券 ─ ─ ─

　③　その他 ─ ─ ─

小計 512 290 222

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　 　 　

　①　株式 3 5 △1

　②　債券 ─ ─ ─

　③　その他 ─ ─ ─

小計 3 5 △1

合計 516 295 220

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

区分 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円)売却損の合計額(百万円)

　①　株式 ─ ─ ─

　②　債券 ─ ─ ─

　③　その他 ─ ─ ─
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当連結会計年度

　

１　その他有価証券(平成23年３月31日)

　

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価（百万円） 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　 　 　

　①　株式 401 176 225

　②　債券 ― ― ―

　③　その他 ― ― ―

小計 401 176 225

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　 　 　

　①　株式 99 119 △20

　②　債券 ― ― ―

　③　その他 ― ― ―

小計 99 119 △20

合計 501 295 205

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　

区分 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円)売却損の合計額(百万円)

　①　株式 ― ― ―

　②　債券 ― ― ―

　③　その他 ― ― ―

　

(デリバティブ取引関係)

　

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)
　

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
　

該当事項はありません。

　

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
　

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)
　

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
　

該当事項はありません。

　

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
　

該当事項はありません。
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(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要
　　当社グループは、確定給付型の制度として、規約型確
定給付企業年金制度、及び退職一時金制度を設けてお
ります。
　なお、規約型確定給付企業年金制度は、適格退職年金
制度を、平成21年８月に移行したものであります。

１　採用している退職給付制度の概要
　当社グループは、確定給付型の制度として、規約型確定
給付企業年金制度、及び退職一時金制度を設けており
ます。　　

２　退職給付債務に関する事項
イ　退職給付債務 △1,781百万円
ロ　年金資産 615百万円
ハ　未積立退職給付債務
　　(イ＋ロ)

△1,166百万円

ニ　未認識数理計算上の
　　差異

160百万円

ホ　未認識過去勤務債務 51百万円
ヘ　連結貸借対照表
　　計上額純額
　　(ハ＋ニ＋ホ)

△953百万円

ト　前払年金費用 ─百万円
チ　退職給付引当金
　　(ヘ－ト)

△953百万円

(注)　連結子会社は、退職給付債務の算定にあた
り、簡便法を採用しております。

 

２　退職給付債務に関する事項
イ　退職給付債務 △1,851百万円
ロ　年金資産 604百万円
ハ　未積立退職給付債務
　　(イ＋ロ)

△1,246百万円

ニ　未認識数理計算上の
　　差異

214百万円

ホ　未認識過去勤務債務 52百万円
ヘ　連結貸借対照表
　　計上額純額
　　(ハ＋ニ＋ホ)

△979百万円

ト　前払年金費用 ―百万円
チ　退職給付引当金
　　(ヘ－ト)

△979百万円

(注)　連結子会社は、退職給付債務の算定にあた
り、簡便法を採用しております。

 

３　退職給付費用に関する事項
イ　勤務費用(注) 81百万円
ロ　利息費用 35百万円
ハ　期待運用収益 △10百万円

ニ　数理計算上の差異の
　　費用処理額

62百万円

ホ　過去勤務債務の費用
　　処理額

19百万円

ヘ　退職給付費用(イ＋
　　ロ＋ハ＋ニ＋ホ)

187百万円

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給
付費用は、「イ　勤務費用」に計上しており
ます。

 

３　退職給付費用に関する事項
イ　勤務費用(注) 87百万円
ロ　利息費用 34百万円
ハ　期待運用収益 △12百万円

ニ　数理計算上の差異の
　　費用処理額

37百万円

ホ　過去勤務債務の費用
　　処理額

31百万円

ヘ　退職給付費用(イ＋
　　ロ＋ハ＋ニ＋ホ)

179百万円

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給
付費用は、「イ　勤務費用」に計上しており
ます。

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
イ　退職給付見込額の
　　期間配分方法

期間定額基準

ロ　割引率 2.0％
ハ　期待運用収益率 2.0％
ニ　過去勤務債務の額の
　　処理年数

５年
(発生時の従業員の
平均残存勤務期間
以内の一定の年数
の定額法により、費
用処理しておりま
す。)

ホ　数理計算上の差異の
　　処理年数

５年
(各連結会計年度の
発生時の従業員の
平均残存勤務期間
以内の一定の年数
の定額法により、発
生の翌連結会計年
度から費用処理し
ております。)

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
イ　退職給付見込額の
　　期間配分方法

期間定額基準

ロ　割引率 2.0％
ハ　期待運用収益率 2.0％
ニ　過去勤務債務の額の
　　処理年数

５年
(発生時の従業員の
平均残存勤務期間
以内の一定の年数
の定額法により、費
用処理しておりま
す。)

ホ　数理計算上の差異の
　　処理年数

５年
(各連結会計年度の
発生時の従業員の
平均残存勤務期間
以内の一定の年数
の定額法により、発
生の翌連結会計年
度から費用処理し
ております。)
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(ストック・オプション等関係)

　

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　　　　該当事項はありません。

　
当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　　　　該当事項はありません。

　
(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

　税務上の繰越欠損金 649百万円

  退職給付引当金 387百万円

  塩浜撤去費自己否認額 298百万円

　その他 323百万円

繰延税金資産小計 1,657百万円

評価性引当額 △1,644百万円

繰延税金資産合計 13百万円

繰延税金負債との相殺 ─百万円

繰延税金資産の純額 13百万円

繰延税金負債 　

土地再評価差額金 △1,955百万円

　その他有価証券評価差額金 △90百万円

繰延税金負債の合計 △2,045百万円

繰延税金資産との相殺 ─百万円

繰延税金負債の純額 △2,045百万円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

　税務上の繰越欠損金 477百万円

  退職給付引当金 397百万円

　その他 379百万円

繰延税金資産小計 1,254百万円

評価性引当額 △1,114百万円

繰延税金資産合計 140百万円

繰延税金負債との相殺 ―百万円

繰延税金資産の純額 140百万円

繰延税金負債 　

土地再評価差額金 △1,955百万円

その他有価証券評価差額金 △83百万円

　資産除去債務に対応する除去
費用

△47百万円

繰延税金負債の合計 △2,086百万円

繰延税金資産との相殺 ―百万円

繰延税金負債の純額 △2,086百万円
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

 (調整) 　

　評価性引当の増減 9.9％

　住民税均等割額他 △0.0％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

50.5％
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

 (調整) 　

　評価性引当の増減 △80.5％

　住民税均等割額他 0.5％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

△39.4％
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(資産除去債務関係)

　

当連結会計年度末（平成23年３月31日）
　

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
　

(1)　当該資産除去債務の概要

化学品事業の機械装置の石綿障害予防規則に伴うアスベスト除去債務であります。

　

(2)　当該資産除去債務の金額の算定方法

除去実施時期を石綿障害予防規則公布日から20年と見積り、割引率は2.0%を使用して資産除去債

務の金額を計算しております。

　

(3)　当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減
　

期首残高（注） 214百万円

時の経過による調整額 4百万円

資産除去債務の履行による減少額 △2百万円

期末残高 216百万円

　
（注）当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平

成20年３月31日）を適用したことによる期首時点における残高であります。

　

EDINET提出書類

川崎化成工業株式会社(E00813)

有価証券報告書

56/97



　

(賃貸等不動産関係)

　
前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　

（追加情報）

当連結会計年度から平成20年11月28日公表の「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業

会計基準委員会　企業会計基準第20号）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会　企業会計基準適用指針第23号）を適用しております。

　

１．賃貸等不動産の概要

当社は、賃貸等不動産として駐車場用地を有しております。

　当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は32百万円（営業外収益に計上）であり

ます。

　

２．賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日におけ

る時価及び当該時価の算定方法

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 連結決算日に
おける時価前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

848         ― 848 855

(注）1  連結貸借対照表計上額は、土地のみであります。

     2  時価の算定方法

       隣接地の売却実績に基づいて算定した金額であります。

　

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　

１．賃貸等不動産の概要

当社は、賃貸等不動産として駐車場用地を有しております。

　当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は36百万円（営業外収益に計上）であり

ます。

　

２．賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日におけ

る時価及び当該時価の算定方法

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 連結決算日に
おける時価前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

848 307 1,155 1,102

(注）1  連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

     2  時価の算定方法

      隣接地の売却実績に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）であります。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)
　

　
化学品事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

合計
(百万円)

消去又は
全社(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　

　　売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する売上高 13,878 163 14,042 ─ 14,042

　(2) セグメント間の内部売上高
　　　又は振替高

─ 108 108 (108) ─

計 13,878 271 14,150 (108) 14,042

　営業費用 14,109 266 14,376 (119) 14,256

　営業利益又は営業損失（△） △231 5 △225 11 △214

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及び資本
　　的支出　　

　 　 　 　 　

　　資産 19,322 91 19,413 (35) 19,378

　　減価償却費 819 1 820 (10) 810

　　減損損失 434 ─ 434 ─ 434

　　資本的支出 1,208 4 1,213 (0) 1,213

(注) １　事業区分は、事業の種類・性質の類似性等を勘案して決定しております。

２　各事業区分の主要な製品又は業務

(1) 化学品事業………有機酸製品、有機酸系誘導品、キノン系製品

(2) その他の事業……施設の管理運営他

　
　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

　 アジア 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,267 264 54 19 1,606

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 　 14,042

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

9.0 1.9 0.4 0.1 11.4

(注) １　海外売上高は、親会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。なお、連結子会社の海外売上高はあ

りません。

２　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

３　各区分に属する主な国又は地域

(1)アジア………………中国、マレーシア

(2)北米…………………アメリカ

(3)欧州…………………ドイツ、イギリス

(4)その他の地域………ブラジル
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【セグメント情報】

　

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。

当社は化学品事業を、当社の連結子会社はこれに関連する事業を行っており、化学品事業においては当

社が、関連する事業においては当社の連結子会社がそれぞれ包括的な戦略を立案し、事業活動を展開して

おります。

従って、当社グループは化学品事業、これに関連する事業から構成されており、「化学品事業」及び

「その他の事業」の２つを報告セグメントとしております。「化学品事業」は有機酸製品、有機酸系誘導

品及びキノン系製品の製造、販売を行っており、「その他の事業」は施設の管理運営、警備、その他のサー

ビスを行っております。

　

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成の基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部利益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

　

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　　前連結会計年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表　　
計上額(注)２

化学品事業 その他の事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 13,878 163 14,042 ― 14,042

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― 108 108 △108 ―

計 13,878 271 14,150 △108 14,042

セグメント利益又はセグメン
ト損失（△）

△231 5 △225 11 △214

セグメント資産 19,322 91 19,413 △35 19,378

セグメント負債 6,871 39 6,910 △11 6,899

その他の項目 　 　 　 　 　

  減価償却費 819 1 820 △10 810

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

1,681 4 1,686 △0 1,685

　 (注) １．調整額は、以下のとおりであります。

 (1)セグメント利益又はセグメント損失(△)の調整額11百万円は、グループ内設備取引に係る未実現利益実現等

によるものであります。

 (2)セグメント資産の調整額△35百万円は、主にグループ内設備取引に係る消去であります。

 (3)セグメント負債の調整額△11百万円は、債務の相殺消去であります。

 (4)減価償却費の調整額△10百万円は、グループ内設備取引に係る未実現利益実現によるものであります。

２．セグメント利益又はセグメント損失(△)は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

EDINET提出書類

川崎化成工業株式会社(E00813)

有価証券報告書

59/97



　

　　当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表　　
計上額(注)２

化学品事業 その他の事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 15,590 83 15,673 ― 15,673

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― 115 115 △115 ―

計 15,590 198 15,789 △115 15,673

セグメント利益 236 0 236 8 245

セグメント資産 19,888 74 19,962 △29 19,933

セグメント負債 7,300 25 7,325 △11 7,313

その他の項目 　 　 　 　 　

  減価償却費 839 1 840 △8 831

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

1,262 ― 1,262 △0 1,262

(注) １．調整額は、以下のとおりであります。

 (1)セグメント利益の調整額８百万円は、グループ内設備取引に係る未実現利益実現等によるものであります。

 (2)セグメント資産の調整額△29百万円は、主にグループ内設備取引に係る消去であります。

 (3)セグメント負債の調整額△11百万円は、債務の相殺消去であります。

 (4)減価償却費の調整額△８百万円は、グループ内設備取引に係る未実現利益実現によるものであります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
　
　

(追加情報)

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年３月

27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平成

20年３月21日)を適用しております。
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【関連情報】

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

　　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　 　 　 　 (単位：百万円)

日本 アジア 北米 その他 合計

13,894 1,220 428 131 15,673

　(注)　売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

　

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超える

ため、記載を省略しております。

　

３  主要な顧客ごとの情報

　 　 (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱ジェイ・プラス 7,754化学品事業

オー・ジー㈱ 1,006化学品事業

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る。)等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他
の関係
会社

三菱化学㈱
東京都港
区

50,000
化学製品の
製造、販売

(被所有)
直接
39.22
間接
─

原料等の購
入、役員の
兼任

原料等の購
入

543買掛金 70

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)１　原料等の購入については、市場価格等を勘案し決定しております。

　　　２　上記の取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　

(イ) 連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

　

(ウ) 連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の

子会社等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他
の関係
会社の
子会社

エムシーエフ
エー㈱

東京都港
区

50金融業 ─
短期貸付金
の貸付

短期貸付金
の貸付

7,035短期貸付金 2,411

その他
の関係
会社の
子会社

ダイアケミカ
ル㈱

東京都港
区

310
化学製品の
販売 ─ 原料の購入 原料の購入 986買掛金 342

その他
の関係
会社の
子会社

三菱化学エン
ジニアリング
㈱

東京都港
区

1,405
エンジニア
リング事業 ─

工場設備の
建設及びそ
の他工事の
委託

工場設備の
建設及びそ
の他工事の
委託
　

463買掛金 8

取引条件及び取引条件の決定方針等

　(注)１　短期資金の貸付については、当社の余資運用の一環として行っているものであり、随時、貸付及び回収が
　　　    可能なものであります。なお、利率は市場金利を勘案して決定しております。また、担保は受け入れてお   
          りません。
　 　 ２　原料の購入については、市場価格等を勘案し決定しております。
　　　３　工場設備の建設及びその他工事の委託については、数社からの見積りを勘案して発注先と価格を決定して
　　　　　おります。
　　　４　上記の取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　

(エ) 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

該当事項はありません。
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(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る。)等

該当事項はありません。

　

(イ) 連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

　

(ウ) 連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の

子会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他
の関係
会社の
子会社

エムシーエフ
エー㈱

東京都港
区

50金融業 ─
短期貸付金
の貸付

短期貸付金
の貸付

0短期貸付金 8

取引条件及び取引条件の決定方針等

　(注)　短期資金の貸付については、当社の余資運用の一環として行っているものであり、随時、貸付及び回収が
　　　  可能なものであります。なお、利率は市場金利を勘案して決定しております。また、担保は受け入れてお   
        りません。

　

(エ) 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

該当事項はありません。

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る。)等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他
の関係
会社

三菱化学㈱
東京都港
区

50,000
化学製品の
製造、販売

(被所有)
直接
39.20
間接
─

原料等の購
入、役員の
兼任

原料等の購
入

695買掛金 60

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)１　原料等の購入については、市場価格等を勘案し決定しております。

　　　２　上記の取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　

(イ) 連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

　

(ウ) 連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の

子会社等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他
の関係
会社の
子会社

エムシーエフ
エー㈱

東京都港
区

50金融業 ─
短期貸付金
の貸付

短期貸付金
の貸付

7,628短期貸付金 2,475

その他
の関係
会社の
子会社

ダイアケミカ
ル㈱

東京都港
区

310
化学製品の
販売 ─ 原料の購入 原料の購入 653買掛金 242

その他
の関係
会社の
子会社

三菱化学エン
ジニアリング
㈱

東京都港
区

1,405
エンジニア
リング事業 ─

工場設備の
建設及びそ
の他工事の
委託

工場設備の
建設及びそ
の他工事の
委託
　

686

買掛金

 
未払金

27
 

51

取引条件及び取引条件の決定方針等

　(注)１　短期資金の貸付については、当社の余資運用の一環として行っているものであり、随時、貸付及び回収が
　　　    可能なものであります。なお、利率は市場金利を勘案して決定しております。また、担保は受け入れてお   
          りません。
　 　 ２　原料の購入については、市場価格等を勘案し決定しております。
　　　３　工場設備の建設及びその他工事の委託については、数社からの見積りを勘案して発注先と価格を決定して
　　　　　おります。
　　　４　上記の取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　

(エ) 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

該当事項はありません。
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(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る。)等

該当事項はありません。

　

(イ) 連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

　

(ウ) 連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の

子会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他
の関係
会社の
子会社

エムシーエフ
エー㈱

東京都港
区

50金融業 ─
短期貸付金
の貸付

短期貸付金
の貸付

37短期貸付金 28

取引条件及び取引条件の決定方針等

　(注)　短期資金の貸付については、当社の余資運用の一環として行っているものであり、随時、貸付及び回収が
　　　  可能なものであります。なお、利率は市場金利を勘案して決定しております。また、担保は受け入れてお   
        りません。

　

(エ) 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

該当事項はありません。

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。

　

　

(企業結合等関係)

　

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

 

１株当たり純資産額 322.15円

１株当たり当期純損失 △12.90円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

１株当たり当期純損失の計上のため、並びに潜在株式が

ないため、記載しておりません。

 

１株当たり純資産額 325.84円

１株当たり当期純利益 6.86円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式がないため、記載しておりません。

１株当たり当期純損失の算定上の基礎　　

連結損益計算書上の当期純損失 △499百万円

普通株式に係る当期純損失 △499百万円

　普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　該当事項はありません。 　

普通株式の期中平均株式数      38,745,732株

１株当たり当期純利益の算定上の基礎　　

連結損益計算書上の当期純利益 265百万円

普通株式に係る当期純利益 265百万円

　普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　該当事項はありません。 　

普通株式の期中平均株式数      38,735,165株

　
(重要な後発事象)

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　　該当事項はありません。

　
当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　　該当事項はありません。

　

⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　
【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 100 100 1.475 ─

１年以内に返済予定の長期借入金 ─ ― ─ ─

１年以内に返済予定のリース債務 ─ 35 ─ ─

 長期借入金（１年以内に返済予定 
 のものを除く。）

─ ― ─ ─

 リース債務（１年以内に返済予定 
 のものを除く。）

─ 176 ─
平成28年7月20日～
平成29年8月20日

その他有利子負債 ─ ― ─ ─

合計 100 311 ─ ─

(注) １．「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

なおリース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を定額法により各連結会計年度に配分して

いるため、「平均利率」を記載しておりません。

２．リース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額
　

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

リース債務 35 35 35 35
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【資産除去債務明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額(注)
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

石綿障害予防規則に
伴うアスベスト除去
債務

― 218 2 216

　(注）当期増加額には、適用初年度の期首における既存資産の帳簿価額に含まれる除去費用214百万円を含みます。

　
(2) 【その他】

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　

　 　
第１四半期

(自平成22年４月１日

至平成22年６月30日)

第２四半期
(自平成22年７月１日

至平成22年９月30日)

第３四半期
(自平成22年10月１日

至平成22年12月31日)

第４四半期
(自平成23年１月１日

至平成23年３月31日)

売上高 (百万円) 3,777 3,956 3,459 4,479

税金等調整前四半期純利益
金額

(百万円) 16 151 0 21

四半期純利益金額又は四半
期純損失金額(△)

(百万円) △38 151 1 150

１株当たり四半期純利益金
額又は１株当たり四半期純
損失金額(△)

(円) △0.99 3.91 0.04 3.90
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

（単位：百万円）

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 174 283

受取手形 224 206

売掛金 3,866 4,439

商品及び製品 1,023 887

仕掛品 376 441

原材料及び貯蔵品 435 509

前払費用 28 31

繰延税金資産 － 130

短期貸付金 2,411 2,475

未収入金 718 －

その他 7 40

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 9,268 9,444

固定資産

有形固定資産

建物 1,719 1,990

減価償却累計額及び減損損失累計額 △570 △620

建物（純額） 1,149 1,369

構築物 1,746 1,833

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,411 △1,471

構築物（純額） 335 362

機械及び装置 16,691 17,089

減価償却累計額及び減損損失累計額 △14,708 △15,130

機械及び装置（純額） 1,983 1,958

車両運搬具 40 40

減価償却累計額及び減損損失累計額 △39 △39

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 741 736

減価償却累計額及び減損損失累計額 △632 △665

工具、器具及び備品（純額） 109 71

土地 ※1
 5,862

※1
 5,862

リース資産 － 3

減価償却累計額 － △0

リース資産（純額） － 2

建設仮勘定 4 16

有形固定資産合計 9,444 9,644

無形固定資産

ソフトウエア 2 4
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（単位：百万円）

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

電話加入権 7 7

リース資産 － 211

その他 5 0

無形固定資産合計 15 223

投資その他の資産

投資有価証券 314 278

関係会社株式 235 255

長期前払費用 4 1

その他 62 62

投資その他の資産合計 617 598

固定資産合計 10,077 10,467

資産合計 19,345 19,911

負債の部

流動負債

支払手形 61 2

買掛金 1,775 2,356

短期借入金 100 100

リース債務 － 35

未払金 311 371

未払費用 1,292 585

未払法人税等 22 11

預り金 20 19

賞与引当金 161 168

修繕引当金 61 74

災害損失引当金 － 31

その他 41 42

流動負債合計 3,847 3,799

固定負債

リース債務 － 176

再評価に係る繰延税金負債 ※1
 1,955

※1
 1,955

繰延税金負債 90 130

退職給付引当金 952 979

役員退職慰労引当金 26 43

資産除去債務 － 216

固定負債合計 3,023 3,501

負債合計 6,871 7,300
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（単位：百万円）

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 6,282 6,282

資本剰余金

資本準備金 1,571 1,571

その他資本剰余金 977 977

資本剰余金合計 2,549 2,549

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金 690 960

繰越利益剰余金 388 265

利益剰余金合計 1,078 1,225

自己株式 △398 △399

株主資本合計 9,512 9,657

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 130 122

土地再評価差額金 ※1
 2,831

※1
 2,831

評価・換算差額等合計 2,961 2,953

純資産合計 12,474 12,610

負債純資産合計 19,345 19,911
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②【損益計算書】
（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

売上高

製品売上高 13,369 15,538

商品売上高 509 51

売上高合計 13,878 15,590

売上原価

製品期首たな卸高 1,792 1,006

商品期首たな卸高 24 17

当期製品製造原価 10,848 13,070

当期商品仕入高 442 25

他勘定受入高 4 －

合計 13,112 14,120

製品期末たな卸高 ※1
 1,006

※1
 888

商品期末たな卸高 ※1
 17

※1
 0

他勘定振替高 ※2
 6

※2
 13

売上原価合計 12,082 13,217

売上総利益 1,795 2,373

販売費及び一般管理費

販売費 ※3
 725

※3
 845

一般管理費 ※3, ※4
 1,301

※3, ※4
 1,291

販売費及び一般管理費合計 2,027 2,136

営業利益又は営業損失（△） △231 236

営業外収益

受取利息 5 8

受取配当金 40 20

業務受託料 59 62

不動産賃貸料 42 47

その他 14 15

営業外収益合計 ※6
 161

※6
 154

営業外費用

支払利息 1 1

固定資産処分損 ※5
 10

※5
 7

固定資産除却損 ※5
 5

※5
 6

休止固定資産保険料 － 1

その他 3 0

営業外費用合計 ※6
 20

※6
 17

経常利益又は経常損失（△） △89 373
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（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

特別損失

災害による損失 － ※7
 106

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 82

減損損失 ※7
 434 －

固定資産低稼働損失 ※8
 345 －

土地売却損 89 －

事業構造改善費用 ※9
 48 －

特別損失合計 919 189

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △1,009 184

法人税、住民税及び事業税 3 3

法人税等調整額 △519 △82

法人税等合計 △515 △78

当期純利益又は当期純損失（△） △493 262
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【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 　 7,947 69.4 9,665 72.7

Ⅱ　労務費 ※１ 1,241 10.8 1,270 9.5

Ⅲ　経費 ※２ 2,254 19.8 2,375 17.8

　　　当期総製造費用 　 11,444100.0 13,311100.0

　　　期首仕掛品たな卸高 　 140　 376　

 　　　　　合計 　 11,584　 13,687　

　　　期末仕掛品たな卸高 　 376　 441　

　　　他勘定振替高 ※３ 359　 176　

　　　当期製品製造原価 　 10,848　 13,070　

(注)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

製造原価計算の方法は、工程別総合原価計算法に

よっております。

    　同左

※１  賞与引当金繰入額95百万円及び退職給付費用　

119百万円が含まれております。

※１  賞与引当金繰入額99百万円及び退職給付費用113

百万円が含まれております。

※２　動力用水費509百万円、減価償却費737百万円及び修

繕引当金繰入額61百万円が含まれております。

※２　動力用水費555百万円、減価償却費689百万円及び修

繕引当金繰入額74百万円が含まれております。

※３　他勘定振替高は、特別損失266百万円、一般管理費39

百万円、営業外収益の控除43百万円、その他10百万

円であります。

※３　他勘定振替高は、特別損失69百万円、一般管理費33

百万円、営業外収益の控除25百万円、その他47百万

円であります。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 6,282 6,282

当期末残高 6,282 6,282

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,571 1,571

当期末残高 1,571 1,571

その他資本剰余金

前期末残高 977 977

当期変動額

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 977 977

資本剰余金合計

前期末残高 2,549 2,549

当期変動額

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 2,549 2,549

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 700 690

当期変動額

別途積立金の積立 － 270

別途積立金の取崩 △10 －

当期変動額合計 △10 270

当期末残高 690 960

繰越利益剰余金

前期末残高 111 388

当期変動額

剰余金の配当 △116 △116

当期純利益又は当期純損失（△） △493 262

別途積立金の積立 － △270

別途積立金の取崩 10 －

土地再評価差額金の取崩 877 －

当期変動額合計 277 △123

当期末残高 388 265
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 811 1,078

当期変動額

剰余金の配当 △116 △116

当期純利益又は当期純損失（△） △493 262

別途積立金の積立 － －

別途積立金の取崩 － －

土地再評価差額金の取崩 877 －

当期変動額合計 267 146

当期末残高 1,078 1,225

自己株式

前期末残高 △396 △398

当期変動額

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △1 △1

当期末残高 △398 △399

株主資本合計

前期末残高 9,246 9,512

当期変動額

剰余金の配当 △116 △116

当期純利益又は当期純損失（△） △493 262

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 0

土地再評価差額金の取崩 877 －

当期変動額合計 265 145

当期末残高 9,512 9,657

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 71 130

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

58 △8

当期変動額合計 58 △8

当期末残高 130 122

土地再評価差額金

前期末残高 3,708 2,831

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△877 －

当期変動額合計 △877 －

当期末残高 2,831 2,831
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

評価・換算差額等合計

前期末残高 3,780 2,961

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△818 △8

当期変動額合計 △818 △8

当期末残高 2,961 2,953

純資産合計

前期末残高 13,026 12,474

当期変動額

剰余金の配当 △116 △116

当期純利益又は当期純損失（△） △493 262

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 0

土地再評価差額金の取崩 877 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △818 △8

当期変動額合計 △552 136

当期末残高 12,474 12,610
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【重要な会計方針】

　

項目
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

①　子会社株式

　　移動平均法による原価法

①　子会社株式

　　同左

　 ②　その他有価証券 ②　その他有価証券

　 　　時価のあるもの 　　時価のあるもの

　 期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

　同左

　 　　時価のないもの 　　時価のないもの

　 移動平均法による原価法 　同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

総平均法による原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方法）

　同左

３　固定資産の減価償却の方

法

①　有形固定資産（リース資産を除

く）

定率法(一部の製造部門の機械及

び装置は定額法)によっておりま

す。

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備は除

く)については、定額法によってお

ります。

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

　建物　　　　　２年～４７年 

　構築物　　　　３年～５０年 

　機械及び装置　８年 

①　有形固定資産（リース資産を除

く）

定率法(一部の製造部門の機械及

び装置は定額法)によっておりま

す。

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備は除

く)については、定額法によってお

ります。

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

　建物　　　　　７年～４７年 

　構築物　　　　７年～４５年 

　機械及び装置　８年 

　 ②　無形固定資産（リース資産を除

く）

　　定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準に

よっております。

また、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法によっ

ております。

②　無形固定資産（リース資産を除

く）

同左

　 ③　リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取
引に係るリース資産
　自己所有の固定資産に適用する減
価償却方法と同一の方法を採用し
ております。

所有権移転外ファイナンス・リース
取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法を採用して
おります。
なお、リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引のうち、リース
取引開始日が平成20年３月31日以前
のものについては、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計処理によっ
ております。

③　リース資産
―――――――

 

 
 

所有権移転外ファイナンス・リース
取引に係るリース資産
同左
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項目
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

４　引当金の計上基準 　 　
　(1) 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上することとしており

ます。

同左

　(2) 賞与引当金 従業員の賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。
同左

　(3) 役員賞与引当金 役員の賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しております。
同左

　(4) 修繕引当金 主要な機械装置等にかかる定期修繕費

用の支出に備えるため、次回の定期修

繕に要する費用見積額(１件20百万円

以上)を基礎として、当事業年度に負担

すべき金額を引当計上しております。

同左

　(5) 災害損失引当金 ――――――― 東日本大震災の影響で被災した固定資

産の修繕等の費用の支出に備えるた

め、その復旧等に必要と認められる金

額を見積計上しております。

　(6) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しており

ます。

なお、過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法により費用処

理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)による定額法によ

り発生の翌事業年度から費用処理して

おります。

同左

　(7) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく事業年度末要支給額

を計上しております。

同左

５　ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。なお、振当処理の要件を充たし

ている場合は、振当処理を採用し

ております。

①　ヘッジ会計の方法

　　同左

　 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

為替予約取引をヘッジ手段とし、

輸出取引の為替変動リスクのみを

ヘッジ対象としております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　同左

 

　 ③　ヘッジ方針

為替予約取引は、輸出成約高の範

囲内で行うこととし、投機目的の

ためのデリバディブ取引は行わな

いこととしております。

③　ヘッジ方針

　　同左

　 ④　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な

条件が一致しているため有効性の

評価を省略しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　　同左

６　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項
　 　

       消費税等の会計処理の

 方法
税抜方式によっております。 同左
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【会計方針の変更】

　

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

―――――――  「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用

しております。

これにより、当事業年度の営業利益及び経常利益が

16百万円、税金等調整前当期純利益が99百万円減少し

ております。

　
【表示方法の変更】

　

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

 ─────────

 
 

（貸借対照表）

「未収入金」（当事業年度32百万円）については、当事

業年度においては金額が僅少なため、流動資産の「その

他」に含めて表示しております。

 ───────── （損益計算書）

「休止固定資産保険料」（前事業年度１百万円）につい

ては、前事業年度において営業外費用の「その他」に含

めて表示しておりましたが、当事業年度において営業外

費用の総額の100分の10を超えたため、区分掲記しており

ます。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成22年３月31日)
当事業年度

(平成23年３月31日)

※１　「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日

公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」(平成13年３月31日改

正)に基づき事業用の土地の再評価を行い、当該評

価差額のうち法人税その他利益に関連する金額を

課税標準とする税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として純資産の

部に計上しております。

「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律」第３条第

３項に定める再評価の方法については、「土地の

再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31日

公布政令第119号)第２条第３号に定める固定資産

税評価額に合理的な調整を行って算出する方法を

採用しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期

末日における時価と再評

価後の帳簿価額との差額

△1,197百万円

　 　

※１　「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日

公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」(平成13年３月31日改

正)に基づき事業用の土地の再評価を行い、当該評

価差額のうち法人税その他利益に関連する金額を

課税標準とする税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として純資産の

部に計上しております。

「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律」第３条第

３項に定める再評価の方法については、「土地の

再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31日

公布政令第119号)第２条第３号に定める固定資産

税評価額に合理的な調整を行って算出する方法を

採用しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期

末日における時価と再評

価後の帳簿価額との差額

△1,304百万円

　２　偶発債務

　　　次の支払保証を行っております。

銀行借入に対する保証債務 　
従業員(住宅資金) 33百万円

 

　２　偶発債務

　　　次の支払保証を行っております。

銀行借入に対する保証債務 　
従業員(住宅資金) 24百万円

 

EDINET提出書類

川崎化成工業株式会社(E00813)

有価証券報告書

80/97



　

(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、前事業年度の評価損の戻入益と当事

業年度の評価損を相殺した結果、次のたな卸資産

評価損の戻入益が売上原価に含まれております。

　 12百万円

 

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、前事業年度の評価損の戻入益と当事

業年度の評価損を相殺した結果、次のたな卸資産

評価損が売上原価に含まれております。

　 13百万円

※２　主として販売費及び一般管理費への振替でありま

す。

 

※２　同左

※３　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※３　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　　(1) 販売費

　運搬費 631百万円

　販売手数料 2百万円

　　(1) 販売費

　運搬費 757百万円

　販売手数料 1百万円

　　(2) 一般管理費

　役員報酬 70百万円

　給料及び副費 601百万円

　賞与引当金繰入額 65百万円

　退職給付費用 61百万円

　役員退職慰労引当金繰入額 13百万円

　減価償却費 73百万円

　雑費 106百万円

　技術研究費 53百万円

　 　

　　(2) 一般管理費

　役員報酬 73百万円

　給料及び副費 614百万円

　賞与引当金繰入額 69百万円

　退職給付費用 61百万円

　役員退職慰労引当金繰入額 16百万円

　減価償却費 82百万円

　雑費 118百万円

　技術研究費 40百万円

　 　

(注)　各科目に含まれている研究開発部門の総費用は

掲記の技術研究費を含め453百万円であります。

 

(注)　各科目に含まれている研究開発部門の総費用は

掲記の技術研究費を含め410百万円であります。

 

※４　研究開発費は、453百万円であり、一般管理費に含ま

れております。

 

※４　研究開発費は、410百万円であり、一般管理費に含ま

れております。

 

※５　主として機械及び装置の整理によるものでありま

す。

 

※５　同左

※６　関係会社との取引に係る注記

関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

営業外収益 21百万円

営業外費用 ─百万円

 

※６　関係会社との取引に係る注記

関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

営業外収益 9百万円

営業外費用 ―百万円
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　 前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

※７　当事業年度において、当社は以下の資産について減

損損失を計上いたしました。

用　途 種　類 場　所

技術研究所等

土地・建物及
び構築物・機
械装置及び運
搬具等

川崎化成工業㈱
川崎工場(塩
浜)(川崎市川崎
区)　　　　　　　　　　

　資産のグルーピングは管理会計上の区分を基本と

して製造工程の関連性に基づいております。なお、減

損損失を計上した資産については概ね独立した

キャッシュ・フローを生み出す最小の単位にてグ

ルーピングを行っております。

　川崎市川崎区の川崎工場(塩浜)は、主として、研究

開発を中心として使用しておりますが、主力工場で

ある川崎工場(千鳥)に集約する準備を進めると共

に、集約後の川崎工場(塩浜)の有効活用について検

討を重ねて参りました結果、川崎工場(塩浜)の土地

の一部を譲渡することを決定いたしました。

これに伴い、回収可能額を算定し、回収が困難と見込

まれる額を減損損失(434百万円)として特別損失に

計上しております。

　減損損失の内訳は、土地139百万円、建物及び構築物

247百万円、機械装置及び運搬具40百万円、その他７

百万円であります。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、正味売却価額は専門業者に

よる見積価格を基準として算定しております。

―――――――

※８　固定資産低稼働損失は、無水フタル酸製造設備の触

媒活性低下に対処した触媒交換期間の固定費等及び

触媒の臨時償却費用であります。

―――――――

※９　事業構造改善費用は、経営資源の千鳥地区への集約

に向けた設備の移設、除却並びに撤去によるもので

あります。

―――――――

――――――― ※７　災害による損失は、東日本大震災によるもので、そ

の内訳は次のとおりであります。

休止期間中の固定費 69百万円

生産設備復旧費等 33百万円

（うち災害損失引当金繰入額 31百万円)

その他 4百万円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 2,454,973 15,323 988 2,469,308
　

(注) １  普通株式の自己株式の株式数の増加15,323株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。
　　 ２  普通株式の自己株式の株式数の減少988株は、単元未満株式の買増請求によるものであります。

　

当事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 2,469,308 9,125 641 2,477,792
　

(注) １  普通株式の自己株式の株式数の増加9,125株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。
　　 ２  普通株式の自己株式の株式数の減少641株は、単元未満株式の買増請求によるものであります。

　

(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

 

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外のファイナンス・リース取引

 

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　 車両運搬具
工具、器具及

び備品
合計

取得価額相当
額

12百万円34百万円47百万円

減価償却累計
額相当額

10百万円12百万円22百万円

期末残高相当
額

2百万円 22百万円25百万円

(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高の有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

 

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外のファイナンス・リース取引

 

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額  

　 車両運搬具
工具、器具及

び備品
合計

取得価額相当
額

12百万円34百万円47百万円

減価償却累計
額相当額

12百万円17百万円30百万円

期末残高相当
額

―百万円 17百万円17百万円

同左

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 8百万円

１年超 17百万円

合計 25百万円

(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

　　ス料期末残高の有形固定資産の期末残高等に占

　　める割合が低いため、支払利子込み法により算

　　定しております。

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 5百万円

１年超 11百万円

合計 17百万円

 同左

３　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 8百万円

減価償却費相当額 8百万円

３　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 8百万円

減価償却費相当額 8百万円

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありませんので、項

目等の記載は省略しております。

４　減価償却費相当額の算定方法

　　同左

 

(減損損失について)
　　同左
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(有価証券関係)

前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

　 （単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額

(1) 子会社株式 23

計 23

上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるもの

であります。

　

当事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　

時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

　 （単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額

(1) 子会社株式 23

計 23

上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるもの

であります。

　
(税効果会計関係)

　

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　　繰延税金資産

　税務上の繰越欠損金 649百万円

　退職給付引当金 387百万円

　塩浜撤去費自己否認額 298百万円

　その他 310百万円

繰延税金資産小計 1,644百万円

評価性引当額 △1,644百万円

繰延税金資産合計 ─百万円

繰延税金負債 　

　土地再評価差額金 △1,955百万円

　その他有価証券評価差額金 △90百万円

繰延税金負債合計 △2,045百万円

繰延税金負債の純額 △2,045百万円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　　繰延税金資産

　税務上の繰越欠損金 477百万円

　退職給付引当金 397百万円

　その他 369百万円

繰延税金資産小計 1,244百万円

評価性引当額 △1,114百万円

繰延税金資産合計 130百万円

繰延税金負債 　

　土地再評価差額金 △1,955百万円

　その他有価証券評価差額金 △83百万円

資産除去債務に対応する除去
費用

△47百万円

繰延税金負債合計 △2,086百万円

繰延税金負債の純額 △1,956百万円
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

 (調整) 　

　評価性引当の増減 9.9％

　住民税均等割他 0.6％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

51.1％
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

 (調整) 　

　評価性引当の増減 △83.5％

　住民税均等割他 0.4％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

△42.5％

　

EDINET提出書類

川崎化成工業株式会社(E00813)

有価証券報告書

84/97



　
(企業結合等関係)

　

前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。
　

当事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)
　　
当事業年度末（平成23年３月31日）
　

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
　

(1)　当該資産除去債務の概要

化学品事業の機械装置の石綿障害予防規則に伴うアスベスト除去債務であります。

　

(2)　当該資産除去債務の金額の算定方法

除去実施時期を石綿障害予防規則公布日から20年と見積り、割引率は2.0%を使用して資産除去債

務の金額を計算しております。

　

(3)　当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
　

期首残高（注） 214百万円

時の経過による調整額 4百万円

資産除去債務の履行による減少額 △2百万円

期末残高 216百万円
　

(注）当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成

20年３月31日）を適用したことによる期首時点における残高であります。

　
(１株当たり情報)

　

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 322.01円

１株当たり当期純損失 △12.73円

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失の計上のため、並びに潜在株式

がないため、記載しておりません。

１株当たり純資産額 325.61円

１株当たり当期純利益 6.78円

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため、記載しておりません。

１株当たり当期純損失の算定上の基礎

損益計算書上の当期純損失 △493百万円

普通株式に係る当期純損失 △493百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　該当事項はありません。 　

普通株式の期中平均株式数 38,745,732株

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

損益計算書上の当期純利益 262百万円

普通株式に係る当期純利益 262百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　該当事項はありません。 　

普通株式の期中平均株式数 38,735,165株

　
(重要な後発事象)

　
前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

　
当事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券) 　 　

＜その他有価証券＞ 　 　

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ

233,300 89

関西ペイント㈱ 121,000 87

アグロ カネショウ㈱ 98,000 39

田辺三菱製薬㈱ 11,000 14

大王製紙㈱ 20,700 13

㈱菱化システム 18,000 9

㈱日本製紙グループ本社 3,760 6

東京海上ホールディングス㈱ 2,000 4

三菱製紙㈱ 35,000 3

㈱トウペ 26,000 2

その他９銘柄 18,900 8

その他有価証券計 587,660 278

投資有価証券計 587,660 278

計 587,660 278

　

【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券) 　 　

＜その他有価証券＞ 　 　

(出資証券) 　 　

理化学研究所 1 0

その他有価証券計 1 0

投資有価証券計 1 0

計 1 0
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【有形固定資産等明細表】
　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 1,719 281 10 1,990 620 59 1,369

　構築物 1,746 91 4 1,833 1,471 63 362

　機械及び装置 16,691 621 224 17,089 15,130 634 1,958

　車両運搬具 40 ― ― 40 39 0 0

　工具器具及び備品 741 19 24 736 665 57 71

　土地 5,862 ― ― 5,862 ― ― 5,862

　リース資産 ― 3 ― 3 0 0 2

　建設仮勘定 4 835 823 16 ― ― 16

有形固定資産計 26,8061,852 1,08727,571 17,927 815 9,644

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウェア 28 4 ― 32 27 1 4

　電話加入権 7 ― ― 7 ― ― 7

　リース資産 ― 233 ― 233 22 22 211

　その他無形固定資産 12 8 13 7 7 0 0

無形固定資産計 48 246 13 280 56 24 223

長期前払費用 30 0 ― 29 28 3 1

(注) 1 建物、機械及び装置並びに建設仮勘定の増加の主なものは、経営資源の千鳥地区への集約に向けた製造設備等の
新設・移設工事、有機酸製品及びキノン系製品製造設備の更新・合理化工事並びに資産除去債務に関する会計基
準の適用に伴うものであります。

    2 無形固定資産のリース資産の増加は、基幹系システム再構築によるものであります。
    3 機械及び装置並びに建設仮勘定の減少の主なものは、有機酸製品及びキノン系製品製造設備の更新による資産

の除却によるものであります。
     4 期末減価償却累計額又は償却累計額には減損損失累計額を含めて表示しております。
　　

【引当金明細表】
　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 0 ― ―  0  0

賞与引当金 161 168 161 ― 168

修繕引当金 61 74 61 ― 74

災害損失引当金 ― 31 ― ― 31

役員退職慰労引当金 26 16 ― ― 43

　(注) 貸倒引当金の当期減少額のその他は、債権回収による取崩額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

Ⅰ　流動資産

①　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 0

預金 　

当座預金 280

普通預金 1

別段預金 0

計 282

合計 283

　

②　受取手形

相手先別内訳
 

  期日別内訳
　

相手先 金額(百万円)

双日㈱ 138

前田化学㈱ 30

木曽興業㈱ 30

井上喜㈱ 2

ＫＩＳＣＯ㈱ 1

その他 3

合計 206

　

期日 金額(百万円)

平成23年４月満期 47

　　〃　５月満期 51

　　〃　６月満期 49

　　〃　７月満期 33

　　〃　８月満期 25

合計 206

　

③　売掛金

               相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

㈱ジェイ・プラス 2,136

オー・ジー㈱ 361

アグロ　カネショウ㈱ 200

ダイアケミカル㈱ 181

ＢＡＳＦジャパン㈱ 152

その他 1,407

合計 4,439
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売掛金の回収状況及び滞留期間
　
前期繰越高(Ａ)
(百万円)

当期発生高(Ｂ)
(百万円)

当期回収高(Ｃ)
(百万円)

次期繰越高
(百万円)

回収率
(％)

Ｃ
Ａ＋Ｂ

滞留期間(日)

3,866 16,370 15,798 4,439 78.1 92.6
　

　(注) １　滞留期間＝
(前期繰越高＋次期繰越高)×１／２

　
当期発生高×１／365

　　　 ２  消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれておりま

す。

　
④　商品及び製品

区分 摘要 金額(百万円)

　商品 キノン系商品他 0

　製品 有機酸製品 339

　 有機酸系誘導品 202

　 キノン系製品 344

　 計 886

合計 887

　
⑤仕掛品

区分 摘要 金額(百万円)

　仕掛品 有機酸製品 25

　 キノン系製品 368

　 その他 46

合計 441

　
⑥原材料及び貯蔵品

区分 摘要 金額(百万円)

　原材料 主原料 359

　 補助原料他 54

　 計 413

　貯蔵品 触媒 59

　 荷造材料他 35

　 計 95

合計 509

　
⑦　短期貸付金

　

相手先 金額(百万円)

エムシーエフエー㈱ 2,475

合計 2,475
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Ⅱ　流動負債

①　支払手形

相手先別内訳

 

期日別内訳
　

相手先 金額(百万円)

前田化学㈱ 1

㈱ニューロン 0

合計 2

　

期日 金額(百万円)

平成23年４月満期 0

　　〃　７月満期 1

合計 2

　
②　買掛金

相手先別内訳
　

　

相手先 金額(百万円)

三井物産ケミカル㈱ 734

㈱ジェイ・プラス 553

ダイアケミカル㈱ 242

新興プランテック㈱ 223

三菱化学㈱ 60

その他 542

合計 2,356

　
Ⅲ　固定負債

①　再評価に係る繰延税金負債
　

科目別 金額(百万円)

土地再評価差額金 1,955

合計 1,955

　
②　退職給付引当金

　

区分 金額(百万円)

退職給付債務 1,851

年金資産 △604

未認識数理計算上の差異　 △214

未認識過去勤務債務 △52

合計 979

　
(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取・買増 　

　 （特別口座）

　　取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　 （特別口座）

　　株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取・買増手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
 なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。
http://www.kk-chem.co.jp/koukoku/index.html

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注） 　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができな

い。

　 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　 会社法第166条第１項の規定による取得を請求する権利

　 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

　 株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書
　　及びその添付書類、
　　有価証券報告書
　　の確認書

事業年度
(第88期)

自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

平成22年６月29日
関東財務局長に提出。

(2) 内部統制報告書
　　及びその添付書類

事業年度
(第88期)

自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

平成22年６月29日
関東財務局長に提出。

(3) 四半期報告書、
　　四半期報告書の確認書

第１四半期
（第89期）

自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

平成22年８月６日
関東財務局長に提出。

　 第２四半期
（第89期）

自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日

平成22年11月９日
関東財務局長に提出。

　 第３四半期
（第89期）

自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日

平成23年２月10日　　　
関東財務局長に提出。

(4) 臨時報告書 　 　 平成22年６月30日　　　関
東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の

規定に基づく臨時報告書であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成22年６月29日

川崎化成工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　吉  　澤　  祥  　次　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　梅　　村　　一　　彦　　印

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る川崎化成工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、川崎化

成工業株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、川崎化成工業株式会社の平成22

年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書

を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範

囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、川崎化成工業株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
　
 

(※)１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。

２　 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成23年６月29日

川崎化成工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　吉　  澤  　祥  　次　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　梅　　村　　一　　彦　　印

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る川崎化成工業株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、川崎化

成工業株式会社及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
追加情報

会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成

20年３月31日）を適用している。
　
＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、川崎化成工業株式会社の平成23

年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書

を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範

囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、川崎化成工業株式会社が平成23年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
　
 

(※)１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。

２　 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成22年６月29日

川崎化成工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　吉　  澤  　祥　  次　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　梅　　村　　一　　彦　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている川崎化成工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第88期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、川崎化成工業株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
　
 

(※)１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成23年６月29日

川崎化成工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　吉　  澤  　祥  　次　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　梅　　村　　一　　彦　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている川崎化成工業株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第89期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、川崎化成工業株式会社の平成23年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追加情報

会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
　
 

(※)１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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